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I．成果の概要  

課題名  S-15-2 陸域における自然資本・生態系サービスがもたらす自然的価値

の予測評価 

課題代表者名 中静 透（国立研究開発法人森林研究・整備機構） 

研究実施期間 平成２８年度～令和２年度 

      

研究経費（千円）                                  

  契約額 

実績額 

（前事業年度繰越分支出額

含む） 

平成２８年度 47,498 47,498 

平成２９年度 47,498 47,498 

平成３０年度 45,123 45,123 

令和元年度 47,498 47,498 

令和２年度 47,498 47,498 

合計額 235,115 235,115 

 

本研究のキーワード：自然資本、将来シナリオ、生態系サービス、生物多様性、多様な主体の参加、地域

知、地図化、伝統知 

 

研究体制 

【サブテーマ 1】 生態系の文化的サービスの評価および多面的な自然資本・生態系サービスの統合（森林研究・整

備機構）（JPMEERF16S11505） 

【サブテーマ2】 陸域生態系の供給・調整サービスの定量化と予測（森林研究・整備機構）（JPMEERF16S11506） 

【サブテーマ3】 自然資本・生態系サービスにおける参加型管理オプションと伝統・地域知の評価（東京大学）

（JPMEERF16S11507） 

【サブテーマ 4】 流域・河川生態系における自然資本・生態系サービスの評価と沿岸域へのつながり（北海道大学）

（JPMEERF16S11508） 

 

研究協力機関 

【サブテーマ 1】 

国立大学法人 新潟大学 

国立大学法人 横浜国立大学 

大学共同利用機関法人人間文化研究機構 総合地球環境学研究所 

【サブテーマ 2】 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

【サブテーマ 3】 

  学校法人慶應義塾 慶應義塾大学 

国立大学法人 名古屋大学 
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国立大学法人 静岡大学 

国立環境研究所 

福井県里山里海湖研究所 

熊本市都市政策研究所 

国立大学法人 新潟大学 

兵庫県立淡路景観園芸学校・公立大学法人兵庫県立大学 

【サブテーマ 4】 

  国立大学法人 東京大学 

国立大学法人 東北大学 

 

１．はじめに（研究背景等） 

ミレニアム生態系評価以来、持続可能な自然共生社会のために生物多様性および生態系がもたらす生態系

サービスが重要視され、その定量化や経済評価が進んできた。しかし、一部の生態系サービスの評価は依然

として手法的に難しい。生物多様性条約に対して科学的助言を行う「生物多様性及び生態系サービスに関す

る政府間プラットフォーム（IPBES）のアセスメントや「持続可能な開発目標（SDGs）」においても、生態

系サービスやそれを生むストックとしての自然資本の評価は重要な問題であり、社会的ニーズも大きい。ま

た、一部の生態系サービス間にもトレードオフが存在するほか、陸域と海域の生態系サービスのように相互

作用を持つ場合があり、地理情報化や地図化も重要になっている。さらに、生態系サービスの管理という観

点からは、気候変動や社会経済的要因による変化のメカニズムの解明や、シナリオに基づいた予測も必要に

なっている。 

一方、自然資本や生態系サービスの管理においては、多様な主体（ステークホルダー）の参加と主体がも

つ伝統・地域的知識（TLK）の活用が重要な効果・影響をもつと認識されており、生物多様性条約の愛知目

標（2010 年）や我が国の生物多様性国家戦略（2012 年）でも目標に掲げられている。しかし、地球規模生

物多様性概況第４版（GBO4）では、地域社会の参加や TLK の活用に関する愛知目標について、「進展してい

るがその速度は不十分であり、努力を強化しない限り目標年までに目標を達成できない」と評価され、

IPBES では多様なステークホルダーの参加や TLK の活用について議論が進んでいる。 

さらに、こうした問題を考えるうえで、流域という単位の重要性も指摘されてきた。流域には森林、湿

地、農地、都市などの複数の土地利用が混在し、河川を通じて沿岸域に連結している。流域・河川から沿岸

域に供給される栄養塩等の物質は、沿岸の生物多様性、生態系サービスにさまざまな影響を及ぼしており、

地域循環共生圏の議論などでも社会的要請が高い。 

こうした課題を解決するために、平成 23 年度から開始された戦略的研究開発領域課題 S-9「アジア規模

での生物多様性観測・予測・評価に関する総合的研究」では、生物多様性を地図化し、それが支える生態系

機能の一部を定量化するための枠組みができあがった。一方で残された課題も多かった。第１に、自然資本

としての評価に欠くことのできない生態系サービスの定量化はまだその一部に留まっている。とくに、文化

的サービスの評価は進んでいない。第２に、生物多様性から様々な生態系サービスが発揮されるまでのプロ

セスの解明やドライバーの分析が不十分であるため、生物多様性や生態系サービスの管理に必要な将来予測

がむずかしい。第３に、多様な主体の参加と伝統知・地域知が自然資本形成に与える効果・影響に関する学

術的な評価は国内外で十分に進んでいない。第４に、流域から沿岸への連結性や相互関係については、評価
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手法の困難さや観測データ不足のために学術的な知見が不十分であり、流域－沿岸の相互関係を適切に考慮

しなければ、陸域、沿岸双方の自然資本を過小評価する可能性がある 

日本は先進国として、IPBES の具体的活動へと加盟諸国をリードする責任があると考えられている。こう

した問題点を解決し、シナリオ分析や自然資本評価が可能になれば、国際的にも革新的・先導的なモデルと

なるだけでなく、ローカルからグローバルまでの様々なスケールでの政策立案や持続可能な社会の制度設

計、地域計画などに応用可能な技術的展開を期待できる。とくに、国内の限られた天然資源状況下で森里川

海の連結性を活用した生態系サービスの最大化や、それを可能とする土地利用や保全管理手法を構築するこ

とにもつながり、そのための意思決定に地域知・伝統知の活用をすると同時に、多様な主体の参加を促すこ

とができれば、地域循環共生圏の形成にとっても大きな貢献が可能である。 

 

２．研究開発目的 

研究背景に述べた社会的要請や研究の現状を踏まえ、陸域生態系を中心として生態系サービスの定量化や

地理情報化、およびそれらの変化要因（直接、間接）の分析を行う。とくに、文化サービスを含む、これま

で定量化が遅れていた生態系サービスに注目し、その定量化・地理情報化や参加型生態系管理と伝統知の果

たす役割の検討を行う。このとき、これまでに蓄積された生物多様性および生態系に関する情報を最大限活

用して、テーマ４と共同で、自然資本としての評価手法を開発する。さらに、テーマ 3と共同で、陸域と海

域の相互作用を解明する。これらの成果と、テーマ１で構築する予定の将来シナリオを用い、シナリオ分析

を行うために必要なサブモデルおよびツール開発を行う。 

 

３．研究目標 

 

全体目標 既存の研究蓄積を活用して、陸域における生態系サービスの定量化地理情報化や、それ

ら の変化要因（直接、間接）の分析手法、自然資本としての評価手法を開発する。また、

一 部の文化的サービスの定量化・地理情報化や参加型生態系管理と伝統知の果たす役

割の検 討を行うとともに、テーマ 3 と共同で、陸域と海域の相互作用を解明する。検討結

果に基 づき、テーマ１で構築予定の将来シナリオ毎の展開が可能なモデル化に向けたサ

ブモデル およびツール開発を行う。 

 

サブテーマ１ 生態系の文化的サービスの評価および多面的な自然資本・生態系サービスの統合 

サブテーマリーダ

ー/所属機関 
中静 透／国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

目標 
文化サービスを定量的に評価するとともに、サブテーマ 2 と協力し、テーマ 1 で構築される

複数のシナリオおよび政策オプションの下での人口動態・土地利用が、モデル化した生態

系サービスおよびその多面性に与える影響を評価する。また、テーマ 4 と共同して、文化

的生態系サービスの社会経済的価値の評価を完了し、プロジェクト全体の統合に貢献す

る。 

 

サブテーマ２ 陸域生態系の供給・調整サービスの定量化と予測 

サブテーマリーダ

ー/所属機関 
正木 隆／国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 
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目標 これまで定量的評価されてこなかった供給・調整サービスの定量化を行うとともに、テーマ 1

で作成された将来シナリオ・政策オプションの元での人口分布・土地利用の違いが生態系

サービスやサービスの多面性に与える影響を評価する。また、テーマ 1・テーマ 4 と協力し

自然資本評価を実施する。 

 

サブテーマ３ 自然資本・生態系サービスにおける参加型管理オプションと伝統・地域知の評価 

サブテーマリーダ

ー/所属機関 
吉田丈人／東京大学 

目標 地域の生態系管理における参加型管理オプションと伝統知・地域知活用の現状を評価す

るとともに、それらが地域の社会-生態系に与える影響を明らかにする。また、伝統知・地域

知の時系列変化や伝承経路の課題について評価する。これらの研究成果を、行政担当者

などと連携しつつ、政策提言などにまとめて公表する。 

 

サブテーマ４ 流域・河川生態系における自然資本・生態系サービス評価と沿岸域へのつながり 

サブテーマリーダ

ー/所属機関 
柴田英昭／国立大学法人 北海道大学 

目標 気候変動および土地利用変動の影響下における流域・河川生態系の自然資本・生態系サ

ービスの実態を明らかにし、人為改変による影響評価や、テーマ１で開発された複数の将

来シナリオを考慮に入れた予測を行う。テーマ３と共同で流域・河川生態系と沿岸域の連

結性について、生物指標や栄養塩循環の観点から森里川海のつながりを明らかにする。 

 

４．研究開発内容 

 テーマ全体としては、定量化・地理情報化した生態系サービスの情報と、テーマ１が開発したシナリオを用いてシナ

リオ分析を行った。一方、陸域の生態系サービスに関する成果と、テーマ 3 の沿岸域での生態系サービスに関する

成果を統合し、陸域―沿岸域の相互作用に関する分析を行った。さらに、生態系サービスの定量化情報をテーマ４

に提供し、共同で自然資本としての評価を行った。各サブテーマの研究開発内容は以下のとおり。 

【サブテーマ 1】 

１） 文化的生態系サービスのモデル化および生態系要素の影響の解明 

生態系の文化的サービスの定量評価とシナリオ解析等に活用可能なモデルの作成のため、登山活動、キャンブ場

の分布、中学校における野外学習に関するデータを収集した。これらの文化的サービスの指標と土地利用や人口分

布などの自然的・社会的環境要因との関係性を機械学習の一種である勾配ブースティング回帰木によりモデル化し、

その詳細な地理空間分布パターンを地図化すると共に、それぞれの文化的サービスの供給を生み出す鍵となる生態

系要素・社会的要素を分析した。 

２） 複数の生態系サービス間の関係の解明 

サブテーマ 2-2 と連携してモデル化した供給・調整・文化的サービスを含む 8 つの陸域の生態系サービスを対象

とし、生態系サービス間の関係の空間スケール別の比較、自治体間比較、生態系サービスバンドルの全国分布につ

いて解析を行った。これらの解析により、生態系サービス間のトレードオフ・シナジーの空間スケール依存性、地域依

存性や生態系サービスバンドルの地域パターンを分析した。 

３） 生態系サービスのシナリオ分析 
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登山活動、キャンプ活動、野外教育活動の 3 つの文化的サービスについてそれぞれ PANCES シナリオに基づい

た将来変化の予測を行うと共に、サブテーマ 2-2 と連携してモデル化した供給・調整・文化的サービスを含む 8 つの

陸域の生態系サービスを対象に地域別・大都市/地方別の将来変化の予測を行った。その結果、将来シナリオと地

域の間には複雑な交互作用があり、各生態系サービスごとに異なる状況の下において顕著な変化があらわれる可能

性を示した。 

【サブテーマ２】 

１） 全国陸域スケールでの自然資本と供給・調整サービスの定量評価および地理情報化 

農作物供給サービスとして水稲・ホウレンソウを選び、その定量化と地理情報化を行った。農林水産省の作物統計

のデータから年・自治体ごとの作物の単収を計算し、これをアメダスデータのメッシュ化プログラム ver. 4（農研機構）

により作成した気候データ、テーマ１で作成した人口分布データ・土地利用データで説明するモデルを構築し、地理

情報化した。また、森林の供給サービスとしてはスギ・ヒノキの木材生産を選び、林野庁森林多様性基礎調査のデー

タから木材供給サービスの指標としてスギ・ヒノキの成長量を計算し、これをアメダスデータのメッシュ化プログラム 

ver. 4（農研機構）により作成した気候データ、テーマ１で作成した人口分布データ・土地利用データで説明するモデ

ルを構築した。作成したモデルに 2010 年の条件を当てはめ、潜在的木材成長速度（その場所に対象の樹木が存在

した場合の成長速度）を地理情報化した。 

２） 陸域生態系サービスの重要な変化要因（ドライバー）の抽出とその直接・間接的影響の解明 

非木材の森林生産物である原木シイタケ生産に注目し、影響する害菌の影響を解明した。環境条件と害菌の影響

を分析し、生産に影響する要因の特定とシイタケ栽培に与える影響の評価を行った。 

３） 陸域生態系サービスに関するドライバーの定量化とサービス予測モデルの構築 

1)で作成した農作物・木材供給サービスモデルに、テーマ１より提供を受けた 2050 年の PANCES シナリオ条件デ

ータ、SI-CAT から提供を受けた気候変動データを当てはめ、2050 年の農作物・木材の供給を地理情報化した。これ

と 1)で作成した 2010 年の地理情報から 2050 年までの各サービスの変化を計算するとともに、変化に関わる要因を

解析した。 

【サブテーマ 3】 

1) 生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分析 

生物多様性地域戦略を策定した 70 の基礎自治体を対象にアンケート調査を実施するとともに、生物多様性地域

戦略から抽出したデータや各種統計資料などを組み合わせたデータを用いた。Ostrom らによる社会−生態システム

の分析枠組みを用いて、多様な主体の参加と TLK の認識と活用が社会−生態システムに与える影響について重回

帰分析により分析した。 

2) 「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集と分析 

高校生が自然と関わる職種の 1,168 人名人を訪ねて聞き取りした資料を、NPO 法人共存の森ネットワークから提

供をうけて分析した。聞き取り資料の中から植物名を抽出し、標準和名と学名を付して植物分類群のリストを作成し

た。次に、それらの植物分類群の利用に関する記述を抽出し、31 種類の生態系サービスに分類しデータベースを作

成した。解析では、植物分類群と生態系サービスの対応関係を検討したほか、植物分類群数の増減が生態系サービ

スの種類数に与える影響を評価した。 

3) 新潟県佐渡市の海藻利用文化における TLK と伝承経路の分析 

海藻利用の現状と知識伝承経路に関するアンケート調査を、新潟県佐渡市全域を対象として実施し、5,201 人の

有効回答を得た。結果をもとに、食利用の経験がある海藻種数と生まれ年との関係などを分析し、海藻利用の知識伝

承経路について評価した。 

4) 石川県における伝統食文化の時系列変化 
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先行調査や文献から、石川県の代表的な伝統食とその食材を抽出し、伝統食を食べる機会とそれらの食材の入手

先について、現在、20 年前（2000 年頃）、40 年前（1980 年頃）の状況をアンケート調査により調べ、200 人の有効回

答から分析した。 

【サブテーマ４】 

1) 森林生態系の炭素貯留サービスの評価 

洞爺丸台風（1954 年台風 15 号, Marie）による大規模な森林風害を経験した、北海道上川町、上士幌町、置戸町

に位置する国有林を対象として、大規模風倒撹乱とその後の施業が北方林の炭素蓄積に与える長期的影響を調べ

た。風倒撹乱の有無、および風倒後の Salvage logging（風倒木の伐採・搬出）の有無による差異を明らかにするた

め、 複数の調査地を設けて毎木調査、倒木調査、土壌調査、炭素分析等を行った。また、北海道富良野市に位置

する森林を対象として、気候変動と風倒後の管理が北方林の種組成と炭素収支に及ぼす影響を予測した。生態系プ

ロセスモデル（LANDIS-II）を用いて、木本と草本の競争、倒木上更新の 2 つのプロセスを考慮したシミュレーションを

行なった。また、風倒後管理の炭素収支についてライフサイクルアセスメント(LCA)を行い、最適な風倒後管理を検討

した。 

2) 農地生態系から河川への栄養塩循環の評価 

酪農産業の新しい経営形態である TMR センターの栄養素循環について検証するために、北海道内の 2 カ所の

TMR センターを対象に聞き取り調査を行った。窒素の収支や循環に関する数値を得ることを目的に、窒素の投入量

（輸入飼料、肥料、敷料、牛）、窒素の持ち出し量（生乳、自給飼料、牛、糞尿）に関する情報を得た。糞尿について

は、堆肥やスラリーといった異なる形態ごとに情報を得た。一年間のデータを合算し、それぞれの TMR センターを単

面積あたりの窒素量（kg N/ha）で比較した。また、里から川へと流亡する窒素の緩衝機能を評価する上で、川岸域の

脱窒は重要であるため、川岸域土壌における脱窒酵素活性を別寒辺牛川流域の異なる箇所で調査した。さらに、土

壌 DNA の分析により脱窒反応を進める土壌中微生物群集について解析した。 

3) 河川生態系の自然資本・生態系サービスと生物指標 

森川里海の連結性を示す生物指標としてカワシンジュガイの再生産状況および再生産規定要因を明らかにするた

め、保護水面河川を含む道内の 10 のサテライト流域に計 26 の調査地点を設け、生物および非生物要因の調査を

行った。殻長-年齢関係式を用いて年齢を推定し、サブテーマ 3-2 で三浦らが作成したコガタカワシンジュガイとの種

判別式を使用して、稚貝（10 歳以下）割合を再生産の程度を示す指標として算出した。再生産規定要因の解析には

一般化線形混合モデルを用い、規定要因として、水深、水温、細粒土砂、宿主（サクラマス）密度を採用した。また、

宿主魚類の密度規定要因を明らかにするため、拠点流域（別寒辺牛川）を含む道東の 11 の流域において魚類およ

び環境要因の調査を行った。解析には構造方程式モデリングを用い、景観スケール要因（流域サイズ、土地利用、地

質、河川勾配）、および局所環境要因（電気伝導度、河床材料の大きさ、電気伝導度と河床材料の大きさの交互作

用、生息場の複雑性）と宿主密度の関係性を評価した。 

4) 陸域の自然資本・生態系サービス、沿岸域への連結性に及ぼす影響の予測 

北海道東部に位置する別寒辺牛川流域を拠点として、サブテーマ１(2)が作成した人口分布の将来シナリオを基に

して、別寒辺牛川流域の土地利用変化の将来シナリオを設定した（PANCES 4 シナリオ）。気候データは気候変動に

対して政策的緩和策が取られないシナリオ（IPCC RCP8.5 シナリオ）の予測値を別寒辺牛川流域用に補正したもの

を使用した。これらのシナリオと生態系プロセスモデル（LANDIS-II）を用いて、2015 年から 2050 年にかけての流域の

植生と窒素動態の応答をシミュレーションした（サブテーマ 1(2)と共同）。 

得られた流域からの窒素溶脱量の予測値と森里川海連結性の生物指標であるコガタカワシンジュガイの稚貝の生

残率推定モデル（サブテーマ 3-2 と共同）を組み合わせて、将来気候と土地利用分布下における生残率を予測し

た。さらに、全国スケールにおいて将来の土地利用変化が流域から沿岸域への栄養塩流出量に及ぼす影響を予測
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するため、公開されている全国の一級河川と浄水場の水質データから機械学習モデルにより、全国スケールでの土

地利用変化シナリオ別の河川水の窒素濃度分布を推定した。そして、PANCES の土地利用シナリオに基づいて将来

の窒素濃度分布を予測し、集水域から沿岸への窒素流出濃度を推定した（サブテーマ 2(1)，2(2)と共同）。 

 

５．研究成果  

５－１．成果の概要 

テーマ全体としては、これまで定量化や地理情報化の難しかった生態系サービスについて、評価やモデル

化が進み、テーマ１から提供されたシナリオに従った将来予測が可能となったほか、一部の生態系サービス

はテーマ４との共同で自然資本としての評価が進んだ。また、これらの結果に基づき、サービス間のトレー

ドオフやシナジー分析や需給分析なども可能となり、社会的要請により応えやすいアウトプットが出ている

（サブテーマ 1, 2）。これらの成果を一部利用しながら全国レベルだけでなく、流域レベルでの生態系サ

ービスをより解像度の高い具体的な形で利用する技術も開発でき、テーマ 3との連携で、沿岸域と陸域との

相互作用も含めた予測が可能となった（サブテーマ 4）。さらに、生物多様性地域戦略の中での多様な主体

の貢献や伝統知・地域知の重要性が明確となり、生態系サービスや自然資本を活かした地域計画などに大き

く貢献できる成果があがった（サブテーマ 3）。 

 

【サブテーマ１】 

1) 文化的生態系サービスのモデル化および生態系要素の影響の解明 

文化的生態系サービスとしての登山活動は、地形、気候、植生、社会環境など多くの要因が関係する複

雑なものであることが示唆された。また、植生と登山活動の間の関係には、他の変数との交互作用が重要で

あることも示された。たとえば、登山記録数は周辺道路密度が高い(交通アクセスが良い)場合には、植被率

にともない増加する傾向がみられたが、周辺道路密度が低いサイトではそのような傾向はほぼ見られなかっ

た。また、比較的標高の高い地点(最低標高 200m 以上)では、原生植生率にともない登山記録数が増加する

 

図 1.4. 植生変数の 10%減少が登山記録数に与えうる影響の評価 
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傾向が見られたのに対し、標高の低い地点(最低標高 10m 以下)では逆に減少する傾向が見られた。こうした

植生と登山記録数のコンテクスト依存的な関係の結果、植生の改変が登山記録数に与えうる影響には、地点

間に大きな異質性が見られ、植生の量や質を 10%改変することにより、地点によって 30%以上の増加または

減少が予測された（図 1.4）。このような植生とサービスの間の関係のコンテクスト依存性は後述する複数

の生態系サービス間の関係の空間的異質性の重要な背景である可能性も高い。キャンプ活動、野外教育活動

についても同様な自然的・社会的要因との複雑な関係性が検出された。このような複合的な要因を考慮した

 

図 1.11. 生態系サービス間のシナジーとトレードオフ関係の自治体間比較 

 

 

図 1.15. 陸域の生態系サービスシナリオ分析結果一覧（地域別ならびに大都市/地方間比較） 
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文化的サービスの予測モデルを作成したことにより、後述する生態系サービス間の関係性（トレードオフ・

シナジー）の分析や将来シナリオ分析を高精度で行うことが可能となった。 

2) 複数の生態系サービス間の関係の解明 

上述の文化的サービス、および S15-2(2)で実施された供給・調節サービスの計 8 つの陸域生態系サービ

スの空間分布パターンの関係性について自治体間での比較を行った。生態系サービス間の関係は自治体間で

著しく異なっており、ほとんどの生態系サービスの組み合わせにおいて、正の相関（シナジー）と負の相関

（トレードオフ）の双方が検出された（図 1.11）。関係の違いは、北日本と南日本の傾向の違いなどの大

域的なものだけでなく、しばしば近隣自治体の間にも見られた。例えば木材生産とキャンプ場立地の間の関

係は、関東以南においては多くの自治体で正の相関を示す一方、北海道等では負の相関が卓越していた。こ

のことは、南日本では、多くの自治体において、木材生産を増加させるような管理によって同時にキャンプ

利用の促進が期待される一方、北海道では同様の管理はキャンプ利用を阻害する可能性があることを示唆し

ている。以上のように、生態系サービスの管理においては、多様な生態系サービス間の関係を理解し、単一

の生態系サービスの向上を追求するあまりに生態系サービスの多面性を損なうことの無いよう留意する必要

があると考えられた。 

3) 生態系サービスのシナリオ分析 

上述の文化的サービス、および S15-2(2)で実施された供給・調節サービスの計 8 つの陸域生態系サービ

スについてのシナリオ分析の結果を統合し、地方間および大都市圏とそれ以外で比較した。多くのサービス

で、すべてのシナリオにおいて、2050 年における生態系サービスの減少が予測された（図 1.15）。しか

し、生態系サービスを人口あたりに換算すると、多くの場合、現状維持もしくは増加が予測された。この結

果は、本研究で示された将来の生態系サービス減少傾向の多くが、人口減少に由来するものであることを示

唆している。地方間の傾向の違いは、しばしばシナリオ間の違いよりも大きかった。一例を示すと、水稲の

生産量は多くのシナリオにおいて、中部・九州で顕著な減少が予測された。自然資本/人工資本の違いと、

人口集中/人口分散の違いの相対的重要性はサービスによって異なっていた。これらの結果は、将来シナリ

オと地域の間には複雑な交互作用があり、またその関係はサービスごとに異なることを示している。そのた

め、将来における持続的な生態系サービス享受のためには、実際の土地利用・人口動態に応じて、地域ご

と・サービスごとに適切な対処を講じることが重要である。 

 

【サブテーマ２】 

１) 全国陸域スケールでの自然資本と供

給・調整サービスの定量評価および地理

情報化 

農作物供給サービスとして水稲とホウ

レンソウを選び、それらの生産を地理情

報化した。水稲の生産は全国的に行われ

ていたが、ホウレンソウの生産は関東近

辺に生産の多い場所が集中していた。 

一方、木材供給サービスの地理情報

化では、スギとヒノキを対象とした。スギは

 
図 2.1. 2010 年の水稲・ホウレンソウの供給量の空間分布の予測値。 



 

13 

S15-2

本州以南で全国的に分布し、成長速度

が速い場所は東北地方など寒冷地に多

かった。一方、ヒノキの分布は関東以西

に片寄り、成長速度が早い場所も関東

以西に多かった。 

2) 陸域生態系サービスに重要な変化要

因（ドライバー）の抽出とその直接・間接

的影響の解明 

生態系サービス（シイタケ生産）に影響

する直接要因としての害菌の影響を分

析したところ、分離培養と DNA 配列を用

いた種同定により、シイタケと潜在的に競合関係にあると思われるアナタケやカワラタケなどの白色腐朽菌類の蔓延

度がシイタケ収量と負の関係があることを明らかにした。また、原木の管理条件の違いも害菌の蔓延度と関連している

ことが示された。 

3) 陸域生態系サービスに関するドライバーの定量化とサービス予測モデルの構築 

テーマ１で開発されたシナリオを用いて、農作物（稲、ホウレンソウ）と木材（スギ、ヒノキ）の予測を行った。水稲供給

サービスについては、日本全国では全てのシナリオで減少が増加を上回り、その主な要因は水田の消失であると予

測された（図 2.8 上段）。一方、ホウレンソウの供給サービスは自然資本活用シナリオでは全国的には増加すると予測

された（図 2.8 下段）。しかし、人工資本活用・分散シナリオでは供給量の減少がみられ、その主な要因は農地の減少

 
図 2.2. スギ・ヒノキの年間の成⾧速度の空間分布。 

 

 

図 2.8. 土地利用・人口分布・気候を変化させたときのコメ（上段）・ホウレンソウ（下段）

供給サービスの日本全国での変化の予測値。サービスが減少する場所・増加する場

所両方が見られるため、集計は増加・減少に分けて行った。パネルの違いは土地利

用・人口シナリオの違いを表し、パネル内のバーの違いは気候シナリオの違い（現在

気候・MIROC5 RCP 2.6・MIROC5 RCP8.5）を表す。バーの色の濃い部分は農地の増

減による変化、色の薄い部分は農地周囲の土地利用・気候・人口分布の変化による

生産性の変化の影響を表す。RCP 間の違いが少ないのは使用したモデルの特性だ

と考えられるため、注意が必要である。 
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ではなく気候変動などによる生産性の低下であると予測された（図 2.8 下段）。よって農作物供給の低下を防ぐために

必要な対策は作物の種類によって異なる可能性がある。 

木材供給サービスについては、全てのシナリオで日本全国ではスギ・ヒノキの成長量の減少が増加を上回り、特に

人工資本・コンパクトシナリオで減少が大きかった（図 2.11）。その要因としては自然資本・分散シナリオでは気候変動

や人口分布の変化による生産性の減少の影響が大きかった一方、その他のシナリオではスギ林・ヒノキ林面積の減少

の影響が大きかった。また２つのコンパクトシナリオでは人口集中が強まるとスギ林・ヒノキ林面積減少の影響が強まっ

ていた。これらの結果は樹木成長を減少させる主な要因はシナリオによって異なり、人口分布・気候変動・土地利用

変化の相互作用で将来の変化が起こる可能性を示している。 

 

【サブテーマ３】 

1) 生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分析 

基礎自治体が策定した生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分析では、多様な主体の参加は、生物

多様性地域戦略に取り上げられた具体的な取組数やそれを支える審議過程に影響していたことがわかった。また、

伝統・地域的知識（TLK）の認識や活用は、生物多様性地域戦略の具体的な取組の強化や評価の積極性、地域

住民の意識変化に影響していたことがわかった（図 3.4）。一方、TLK のインベントリーや分析が不足している現状と、

 
図 2.11. スギ（上段）とヒノキ（下段）の潜在的成⾧量の各シナリオでの変化。成⾧量が減少する場
所・増加する場所の両方がみられたため、集計は増加・減少に分けて行った。モデル作成に用いた
個体密度と個体サイズは面的な分布データが利用できないため、予測値の計算では全国平均の値（ス
ギ：個体密度＝479 個体/ha・平均個体サイズ＝25.6cm、ヒノキ：個体密度＝469/ha・平均個体サイ
ズ＝20.9cm）を用いた。スギ・ヒノキ林の分布は気候変動に追従しないと考えられるため、スギ林・
ヒノキ林の分布予測には気候変動の影響を組み込まなかった。このため、予測値は林業が気候変動
適応策をとらないと仮定した時の予測値になっている。 
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生物多様性地域戦略への活用ニーズの高さも明らかとなった。結果をもとに、生態系管理に関する政策提言を行な

った。 

 

 

2) 「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集と分析 

 全国の高校生が森や海・川の名人から聞き書きした「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集と分析で

は、多くの名人が共通して持っている植物資源利用の知識がある一方で、数少ない名人だけが保有している多数の

知識があり、それらの知識の存続が課題であることがわかった。また、植物分類群の多様性と生態系サービスの種類

数の関係を分析した結果、生態系

サービスを支える植物分類群間の

高い冗長性がある一方で、希少な生

態系サービスを支える植物分類群

が存在することがわかった。 

3) 新潟県佐渡市の海藻利用文化

における TLK と伝承経路の分析 

 また、中間評価や拡大アドバイ

ザリーボード会合をうけて、TLK の

時系列変化の評価や伝承経路の課

題についても取り組んだ。新潟県佐

渡市の海藻利用文化における TLK

と伝承経路の分析では、海藻利用

 
図 3.4. 生物多様性地域戦略にもとつく生態系の管理において、多様な主体の参加と伝統知・地域知の活
用かもたらす効果 

 

 
図 3.7. 食利用経験のある海藻種類数と生まれ年の関係 

 

食
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用
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の知識は年齢が若いほど少なく、いわゆる「経験の消失」が起きていることがわかり、海藻利用文化の将来的な衰退

が予想される結果であった（図 3.7）。また、海藻利用の知識伝承経路を分析したところ、どの世代でも母親を中心とし

た伝承経路が重要であったが、近年は知識伝承の機会が減少していることがわかった（図 3.8）。結果をもとに、TLK

の伝承に関する政策提言を行なった。 

4) 石川県における伝統食文化の時系列変化 

石川県における伝統食文化の時系列変化の分析を行なった。10 種類の伝統食のいずれにおいても過去 40 年間

で食べる機会が減少しており、その傾向は石川県内のどの地域でも同様で、伝統食文化が衰退しつつあることが示

唆された。また、伝統食に使われる 23 種類の食材は異なる自然生態系や農地生態系から生産されるが、過去 40 年

間で、自家栽培などや地域内のおすそわけは減少し店での購入が増加していた。 

 

【サブテーマ４】 

1) 森林生態系の炭素貯留サービスの評価 

現地における複数サイトでの森林毎木調査から、風倒後の森林管理が、森林の各炭素蓄積に与える影響を明らか

にした。腐朽度の高い枯死木や落葉層の炭素蓄積は、Salvage Logging により低下する傾向があり、風倒後の倒木搬

出から半世紀以上経過しても森林全体の炭素蓄積は回復途上であることが明らかになった。また、風倒後管理による

風倒木の除去は、気候変動による種組成変化を助長することが示唆された。さらに、ライフサイクルアセスメントによる

CO2 収支の解析から、気候変動下で炭素収支を最大化できる風倒後管理は倒木残置であることが示唆された。 

2) 農地生態系から河川への栄養塩循環の評価 

北海道東部地域にあり営農形態が異なる２つの事例サイト（TMR センター）において、デントコーンと牧草への窒素

施肥の投入量の違いによる農地レベルでの窒素収支の差異を定量的に明らかにした。酪農業への自給飼料としてデ

ントコーンと牧草へ多量の化学肥料、堆肥、スラリーを散布しているシステムでは土壌への過剰な窒素蓄積、地下水

や土壌への窒素溶脱、大気への窒素輝散のリスクが高まる一方、自給飼料の窒素要求量に応じた施肥管理をしてい

るシステムでは環境への窒素負荷リスクが低くなることが示された。河畔部における土壌微生物群集を解析した結果

 
図 3.8. 海藻の食利用に関する知識伝承経路の世代間変化 

 

⽣まれ年
（ 年代）

67678084858784838274
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から、局所的に嫌気的な微生物である Methanobacteriaceae や硝化菌である Nitrososphaeraceae の相対的量が増え

ているホットスポットがあり、農地から河川へ窒素が溶脱直前での脱窒能の高さと関連している可能性が示唆された。 

3) 河川生態系の自然資本・生態系サービスと生物指標 

北海道各地におけるカワシンジュガイおよびサクラマスの分布調査の結果から、カワシンジュガイの稚貝割合には

宿主（サクラマス）密度が強く影響していることが明らかとなった。景観スケール要因、局所環境要因、宿主密度の関

係性を評価した結果、サクラマスとアメマス間で密度規定要因は異なっており（図 4.9）、景観スケール要因-局所環境

要因間の関係に着目すると、流域の農地率が高いほど富栄養化が進むこと、調査地点周辺の火山岩率が高いほど

河床材料のサイズが大きくなること、また河川勾配が大きいほど河床材料のサイズおよび生息場の複雑性が大きくな

ることが明らかとなった。 

3) 陸域の自然資本・生態系サービス、沿岸域への連結性に及ぼす影響 

陸域から河川へ供給される窒素供給量は土地利用分布によって規定されており、将来の気候変動や土地利用変

化の影響を受けて変動することが現地調査およびシミュレーションモデルの解析により明らかとなった。特に土地利用

図 4.11. A. シミュレーション開始時（2015 年）の別寒辺牛川流域の土地利用分布と PANCES シ
ナリオに対応した将来（2050 年）の土地利用分布。B. 各シナリオにおける流域からの硝酸態窒素
（NO3ʷ）溶脱量。 

A B 

 
図 4.9. 道東地域での宿主魚類の生息密度規定要因：a) サクラマス、b) アメマス。パスの太さは影響度の強さ、*は各パス

の統計的な有意性を示す（∗p < 0.1, ∗∗p < 0.05, ∗∗∗p < 0.01）。黒色のパスは正の影響、灰色のパスは負の影響を示す。 
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シナリオに応じた農地からの窒素流出と森林における窒素保持のバランスの変化は、現在および将来における陸域

生態系の水質調節・養分供給サービスを形成する上で重要であることが示された（図 4.11）。また、河川の物理環境

変化による土砂濃度の変化、流域土地利用変化による栄養塩濃度の上昇によって、森里川海の連結性を示すコガタ

カワシンシュガイの生残率が大きく影響されることが明らかとなった。さらに、陸域から沿岸に供給される窒素量の変化

により、沿岸生態系の生物生産や食物網へ及ぼす影響をサブテーマ 3-2 との共同で明らかにするとともに、サブテー

マ 2-1、2-2、3-2 との共同により、全国スケールにおける陸域と沿岸域の連結性・相互作用を明らかにした（詳細はサ

ブテーマ 3-2 の報告書を参照のこと）。 

 

５－２．環境政策等への貢献 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

2016 年 12 月メキシコで行われた生物多様性条約締約国会議（CBD COP13）では、プレナリーで講演を行

い、この研究の成果を紹介して自然と調査した社会の重要性を指摘し、Satoyama Initiative などの促進に

活かされている。また、同会議では、送粉サービスを維持するために必要な農林業および環境政策を整理し

た成果が日本政府により活用された。IPBES に関しては 2016 年のシナリオワークショップでこのプロジェ

クトでの陸域に関する分析を紹介し、その後の策定に活かされている。また、2018 年に公開された IPBES

の Regional Assessment Report にはこのテーマの関係者が 3 名リードオーサーとして参加し、プロジェク

トの成果を反映した。また、本研究と SI-CAT などとの共同研究で行った竹林の分布拡大の将来予測は IPCC 

AR6 報告書ドラフトに引用されており、活用される予定である。 

国内では、2021 年に公開された生物多様性総合評価（JBO3）において、その検討委員会に、当テーマか

ら 2名が委員として参加し、この研究成果を含めたインプットを行った。また、報告書の中でも生態系サー

ビスのトレンドを論ずる中でいくつかのサービスのシナリオ分析の結果が活用されているほか、新潟県佐渡

市における海藻利用文化の現状や知識伝承経路の変化、流域レベルでの研究や成果が紹介されている。北海

道の環境審議会自然環境部会における環境緑地保護地区指定の検討において、本研究成果である Landis-II

による試算結果（風倒が森林の種組成に与える影響）を提示し、北海道環境審議会の答申（環境審第 38 号

の附帯意見）作成に貢献した。 さらに、環境省が設けた次期生物多様性国家戦略（2021 年策定予定）の研

究会にも、当テーマから 2名が委員として参加し、このプロジェクトの成果を反映したインプットを行って

いる。 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

 シナリオ分析によって予測された生態系サービスの動向については、幅広い活用が可能である。文化的サービ

スのモデル化・地図化・将来シナリオ分析の成果は自然公園の管理施策の策定等への活用が期待される。供給

サービスの需要・供給バランスの将来予測は環境政策だけでなく、地域の産業や土地利用計画などの等での活

用が期待される。また、流域と沿岸をつなぐ森里川海の連結性評価や生物指標については、地域や自治体レベ

ルでの具体的政策策定やそのツールとして生かすことが期待できる。さらに、生物多様性地域戦略の分析や、多

様な主体の参加、伝統知・地域知の活用などに関しては、今後の生物多様性地域戦略の策定・改訂や取組みの

推進だけでなく、その前提となる生物多様性や生態系に関する問題の主流化に大きな貢献の可能な成果である。

これらを総合することで、環境省が推進する地域循環共生圏の在り方や、その設計の具体的手法として活用でき

る。 

５－３．研究目標の達成状況 
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【テーマ全体】 目標を上回る成果をあげた  

 各サブテーマが他のテーマやサブテーマと効果的な連携を行い、研究グループをまたがる分野横断的な研究

成果を数多く上げることができた。生態系サービスや自然資本の評価に関しては、新しい手法も用いられているこ

とに加え、全国レベルでだけでなく、地域自治体レベルでの適用も可能な技術開発を行い、地域循環共生圏など

の実現に向けて貢献しうる成果をあげるなど、目標を上回る成果をあげた。 

【サブテーマ 1】 目標を上回る成果をあげた 

 文化的サービスに関しては、これまで定量的評価が難しいと言われており困難度が高かったが、ビッグデータや

機械学習など新たな手法を導入することで予想を超える成果をあげた。また、テーマ１，４、サブテーマ２，３などと

効果的な連携を行い、全国レベルでのシナリオ分析、自然資本の評価、生態系サービスのバンドル分析、全国レ

ベルでの水質モデルなど分野融合的な成果をあげた。 

【サブテーマ 2】 目標を上回る成果をあげた 

 供給・調整サービスについて、定量化や地理情報化の可能な技術開発を行い、全体のシナリオ分析を可能にし

た。また、サブテーマ１と共同で生態系サービス間のバンドル解析を行ったほか、サブテーマ４と共同で水質の全

国評価にも貢献した。テーマ１，テーマ 4 と効率的に連携し、プロジェクト全体で目指していた、シナリオ分析や自

然資本解析のために必要なモデルを作成するなど、当初の目標を達成した。これに加えて当初計画にはなかっ

た耕作放棄地の森林転換シナリオを作成し、テーマ 4 と共同で森林転換が自然資本に与える影響の解析を行っ

たほか、生態系サービス評価に加えてディスサービスの評価も行い目標以上の成果をあげた。 

【サブテーマ３】 目標どおりの成果をあげた 

地域の生態系管理における参加型管理オプションと伝統知・地域知活用の現状評価については、これまでの

研究では限られた事例を対象としたものが多かったが、生態的・社会経済的条件の異なる数多くの事例を同時に

比較評価することができた。また、生物多様性地域戦略の策定や取組の実施の比較から、多様な主体の参加や

伝統・地域知の重要性を明らかにするとともに、伝統知・地域知の時系列変化や伝承経路の変容についても評価

がなされ、生態系管理に関する環境政策この問題の主流化に関する有益な提言を行なった。以上より、当初計画

された目標および中間評価等での指摘された課題について、目標どおりの成果をあげた。 

【サブテーマ 4】 目標を上回る成果をあげた 

目標通り、気候変動・土地利用変動下における陸域生態系の自然資本・生態系サービスの変化を明らかにし

た。また、陸域と沿岸の相互作用に関する生物指標を開発し、連結性の評価や人為改変の影響を解析した点は、

他のテーマとの効率的な連携に基づく、これまでにない新しいアプローチである。さらに、全国レベルでの陸域‐

海域の相互作用に関しては、当初予定されていなかった成果であり、目標を上回る成果と言える。 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ－１ 生態系の文化的サービスの評価および多面的な自然資本・生態系サービスの統合

に関する研究 

  
国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

 理事長     中静 透 

＜研究分担者＞ 

国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

 森林植生研究領域 領域長 佐藤 保 

国立大学法人 新潟大学 

 農学部   助教   柴田 嶺（令和２年度） 

＜研究協力者＞ 

大学共同利用機関法人 人間文化研究機構 総合地球環境学研究所 

 特任助教    饗庭 正寛 

国立大学法人 横浜国立大学 

 大学院環境情報研究院 准教授  佐々木 雄大 

 

［要旨］ 

文化サービスを定量的に評価するとともに、複数のシナリオおよび政策オプションの下での人口動態・土

地利用が、モデル化した生態系サービスおよびその多面性に与える影響を評価するために、以下の 3つの研

究に取り組んだ。 

1）文化的生態系サービスのモデル化および生態系要素の影響の解明 

2）複数の生態系サービス間の関係の解明 

3）生態系サービスのシナリオ分析 

1）については登山活動、キャンプ活動、野外教育活動の 3つの文化的サービスを対象に土地利用や人口分

布などの自然的・社会的環境要因との関係性をモデル化し、その詳細な空間分布パターンを地図化した。 

2）についてはサブテーマ 2-2 と連携してモデル化した供給・調整・文化的サービスを含む 8つの生態系サ

ービスを対象とし、生態系サービス間の関係の空間スケール別の比較、自治体間比較、生態系サービスバン

ドルの全国分布について解析を行い、生態系サービス間のトレードオフ・シナジーの空間スケール依存性、

地域依存性や生態系サービスバンドルの地域パターンを明らかにした。 

3）については登山活動、キャンプ活動、野外教育活動の 3つの文化的サービスについてそれぞれ PANCES シ

ナリオに基づいた将来変化の予測を行うと共に、サブテーマ 2-2 と連携してモデル化した供給・調整・文化

的サービスを含む 8つの生態系サービスを対象に地域別・大都市/地方別の将来変化の予測を行った。その

結果、将来シナリオと地域の間には複雑な交互作用があり、またあるシナリオの下において、顕著な変化が

生じる地域は、サービスごとに異なることが示された。そのため、将来における持続的な生態系サービス享

受のためには、実際の土地利用・人口動態に応じて、地域ごと・サービスごとに適切な対処を講じることが

不可欠であると考えられた。 

 

１．研究開発目的 

ミレニアム生態系評価以来、持続可能な自然共生社会のために生物多様性および生態系がもたらす生態系

サービスが重要視され、その定量化や経済評価が進んできた。しかし、一部の生態系サービスの評価は依然
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として手法的に難しい。また、生態系サービス間にもトレードオフが存在するほか、陸域と海域の生態系サ

ービスのように相互作用を持つ場合があり、地理情報化も重要になっている。さらに、生態系サービスの管

理という観点からは、気候変動や社会経済的要因による変化のメカニズムの解明や、地域知・伝統知の役割

の重要性が指摘されている。生物多様性条約に対して科学的助言を行う IPBES のアセスメントや持続可能な

開発目標（SDGs）においても、生態系サービスやそれを生むストックとしての自然資本の評価は重要な問題

であり、社会的ニーズも大きい。こうした課題を解決するために、近年、日本国内の情報集積が進み、世界

でも最先端の手法が開発できる可能性がある。こうした手法を生かしたシナリオ分析や自然資本評価が完成

すれば、国際的にも革新的・先導的なモデルとなるだけでなく、ローカルからグローバルまでの様々なスケ

ールでの政策立案や持続可能な社会の制度設計、地域計画などに応用可能な技術的展開を期待できる。 

 

２．研究目標 

文化サービスを定量的に評価するとともに、サブテーマ 2と協力し、テーマ 1で構築される複数のシナリ

オおよび政策オプションの下での人口動態・土地利用が、モデル化した生態系サービスおよびその多面性に

与える影響を評価する。また、テーマ 4と共同して、文化的生態系サービスの社会経済的価値の評価を完了

し、プロジェクト全体の統合に貢献する。 

 

３．研究開発内容 

3.1. 文化的生態系サービスのモデル化および生態系要素の影響の解明 

①登山活動 

2016 年 9 月にヤマレコ(https://www.yamareco.com)から、目的地とその緯度経度、月別登山記録数をスク

レイピングにより取得した。主要四島および主要四島と橋で接続された島の 16,179 地点、470 万レコード

を対象とした。地域二次メッシュごとに合計レコード数を算出し、文化的生態系サービスとしての登山活動

の指標とした。説明変数として、自然環境保全基礎調査に基づく、植被率、自然植生率、原生植生率、基盤

地図情報に基づく標高、国土数値情報に基づく人口密度、道路密度等をメッシュの中心から半径 10km、

20km、50km、100km の 4つの空間スケールで集計し、メッシュの中心の平均気温や年間降水量等気候条件と

合わせて計 50 の変数を用いた。モデリングには、勾配ブースティング回帰木という機械学習法の 1種を用

いた。説明変数の重要度は、各変数を無作為化した際の平均予測誤差増加率により評価した。各説明変数と

サービスの関係は、Individual conditional expectation (ICE) プロットにより視覚的に検証した。ま

た、3 つの植生に関する変数 (植被率、自然植生率、原生植生率)の重要性を検証するために、それぞれ 10%

減少させた場合の、サービスに対する影響を算出し地図化した。 

②キャンプ活動 

市販のキャンプ場ガイドをデータ化し、位置や規模、利用価格、設備等の情報を整備した。主要四島から自

動車でアクセス可能で、テントを設営可能なキャンプ場 1,941 施設を対象とした。地域二次メッシュごとに

合計キャンプ場数を算出し、文化的生態系サービスとしてのキャンプ活動の指標とした。説明変数として登

山活動と同様の変数を用い、勾配ブースティング回帰木を用いてモデリングを行った。説明変数の重要度

は、各変数を無作為化した際の平均予測誤差増加率により評価した。 

③野外教育活動 

全国 3,250 の中学校に野外学習の実施状況に関するアンケート調査を行い、実施の有無や野外学習の目的

地、実施内容、参加生徒数などの情報を収集した。実施していると回答した 827 校について中学校所在地か

ら目的地までの移動コストを、国土交通省が公開している出発地・目的地間の移動コストデータ（OD別交
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通サービス水準）を用いて算出した。野外学習の目的地までの移動コストを文化的生態系サービスの野外教

育活動の指標とした。説明変数として中学校の周囲及び目的地の周囲の自然・社会環境変数（①登山活動を

参照）を用い、勾配ブースティング回帰木を用いてモデリングを行った。説明変数の重要度は、各変数を無

作為化した際の平均予測誤差増加率により評価した。 

 

3.2. 複数の生態系サービス間の関係の解明 

異なる生態系サービス間の関係を理解することは、生態系サービスの管理において非常に重要である。ふた

つ以上のサービス間にトレードオフ関係が存在する場合には、両者のバランスに配慮しない施策は、生態系

サービスの多面性を損なう結果となる。しかし、国内においては生態系サービス間の関係の解析はほとんど

行われてこなかった。そこで、供給サービス（水稲生産、レタス生産、木材ストック）、調整サービス（炭

素吸収、水質浄化）、文化的サービス（登山活動、キャンプ活動、野外教育活動）の 8種の生態系サービス

を地域三次メッシュ（約１km グリッド）で推定し、これらの生態系サービス間の関係性について以下の３

つの解析を行った。 

① 生態系サービス間の関係の空間スケール別の比較 

生態系サービス間の関係性はデータを集約する空間スケールの大きさによって変化すると考えられる。例え

ば地域三次メッシュなどの局所スケールでの生態系サービスの供給を考えた場合には２つのサービスが異所

的に分布している（つまり、空間的にトレードオフの関係にある）場合であっても、地域二次メッシュや自

治体などの大きな空間スケールで考えた場合には同所的に分布している（つまり、空間的にシナジーの関係

にある）場合が考えられる。しかし、世界的に見ても生態系サービス間の関係性の空間スケール依存性につ

いてはまだまだ研究が進んでいない分野であり、空間スケールの変化に伴って生態系サービスの関係がどの

ように変化するのかは明らかになっていない。そこで、地域三次メッシュ（約 1km グリッド）単位で推定さ

れた各生態系サービス値を約 5km グリッド単位、地域二次メッシュ（約 10km グリッド）単位、自治体（市

町村）単位で平均値に集約した。そして、これらの 4つの空間スケールにおいて、生態系サービス間の関係

性をスピアマンの順位相関係数を用いて評価した。正の相関（一方の生態系サービスが高い場所で他方の生

態系サービスも高い場合）をシナジー、負の相関（一方の生態系サービスが高い場所で他方の生態系サービ

スが低い場合）をトレードオフの関係にあると評価した。さらに、生態系サービス間の関係性が地域ごとに

異なることが考えられたため、日本全国を対象とした相関係数に加えて、日本を３つの地域（北日本、東日

本、西日本）に分割した場合のそれぞれの相関係数についても各空間スケールで計算を行った。 

② 生態系サービス間の関係の自治体間比較 

2-①によって生態系サービスの関係性が地域ごとに異なることが示唆された。この生態系サービス間の関係

性の地域依存性をより詳細に解析するために、自治体（市町村）ごとの生態系サービス間の関係性の評価を

行った。地域三次メッシュ単位で推定した生態系サービス値を用い、離島を除く全国の各市町村においてそ

れぞれの生態系サービス間の関係性をスピアマンの順位相関係数を用いて評価した。２−①と同様に、正の

相関をシナジー、負の相関をトレードオフの関係にあると評価した。シナジー及びトレードオフが検出され

た市町村を地図上に示し、その空間分布を評価した。 

③ 生態系サービスバンドルの全国分布 

生態系サービスのバンドル（まとまって供給される生態系サービス）を明らかにすることは、地域ごとの生

態系サービス供給の特色を理解し、生態系サービスを高めるための地域生態系管理について議論する上で必

須である。そこで、自治体単位の生態系サービスバンドルを明らかにするために２-①で求めた自治体単位

の生態系サービス値に K-means クラスター法を適用し、生態系サービスの供給パターンが似通った自治体を
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クラスターに分類した。各クラスターに分類された自治体のそれぞれの生態系サービス値の平均値を求める

ことで、各クラスターに分類された自治体が供給する生態系サービスのまとまり（バンドル）を評価した。 

 

3.3. 生態系サービスのシナリオ分析 

①個別の文化的サービスについて 

１−①、１−②、１−③でそれぞれ作成した現在（2015 年前後）の登山活動、キャンプ活動、野外教育活動の

全国的な空間分布を自然・社会環境変数から予測するモデルに対して 2050 年の PANCES 将来シナリオにおけ

る土地利用・人口データを適用することで、現在から 2050 年の間の文化的生態系サービスの変化を予測し

た。土地利用のみが変化した場合、人口分布のみが変化した場合、土地利用と人口分布の両方が変化した場

合のそれぞれについて、離島を除く全国の登山・キャンプ・野外教育の活動量の合計値の変化率を算出する

ことで、土地利用変化と人口変化のどちらの要因が活動量に対してより大きな影響を与え得るのかを評価し

た。また、活動量が増加・減少した地域の空間的な分布を地域二次メッシュ単位で地図化することで、将来

シナリオによる活動量変化の地域的な影響の違いを評価した。 

②供給・調節サービスを含めた全体像について 

離島を除く日本全国を対象に、供給サービス（スギ、ヒノキ、水稲、ホウレンソウ）、調整サービス（水

質）、文化的サービス（登山活動、キャンプ活動、野外教育活動）の 8種の生態系サービスについて地域三

次メッシュ（約 1km グリッド）単位で推定し、PANCES の各将来シナリオのもとでの 2050 年の生態系サービ

ス値と現在（2010 年前後、サービスによって異なる）の値との変化量を算出した。地域間の違いを評価す

るために、全国を 8つの地域（北海道、東北、関東、中部、東海、関西、中国、四国、九州）に分けて、そ

れぞれの地域内での変化量の統計値（平均値、中央値、四分位点、95%区間）を求めた。また、人口が集中

する大都市圏とそれ以外の地域との傾向の違いを評価するために、総務省統計局の地域区分に基づく大都市

圏（2015 年）とそれ以外の地方圏に分けて、変化量の統計値を求めた。 

 

４．結果及び考察 

4.1. 文化的生態系サービスのモデル化および生態系要素の影響の解明 

①登山活動 

本研究において、文化的生態系サービスとしての

登山活動の指標として用いた SNS 上の登山記録数

（図 1.1）の決定要因としては、最高標高の影響

が突出して強かったが、気候、植生、社会環境な

どのその他の要因も重要であり、文化的生態系サ

ービスとしての登山活動の量が決定されるプロセ

スは、非常に多くの要因が関係する複雑なもので

あることが示唆された（図 1.2）。 

また、植生と登山活動の間の関係には、他の変

数との交互作用が重要であることも示された（図

1.3）。平均的には、登山記録数は植被率にとも

ない増加する傾向がみられたが、この傾向は周辺

道路密度が高い(交通アクセスが良い)サイトに限

られており、周辺道路密度が低いサイトではその

 
図 1.1：登山活動の指標として用いた SNS 上の登山記録数

の空間分布の予測値 
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ような傾向はほぼ見られなかった。これ

は、大都市からのアクセスが良い場合に

は、植生の質を問わずその量によって利用

頻度が決定されるのに対し、平均的に植被

率が高い山間部等では、植被率のわずかな

違いは利用頻度に影響しないことを示して

いると考えられる。 

また、原生植生率の場合には、比較的

標高の高い地点(最低標高 200m 以上)で

は、原生植生率にともない登山記録数が増

加する傾向が見られたのに対し、標高の低

い地点(最低標高 10m 以下)では逆に減少す

る傾向が見られた。これは、標高の高い地

点では、高山植物群落や新緑の美しいブ

ナ、紅葉の美しいカエデ類などがしばしば原生植生を構成するのに対し、標高の低い地点では、四季を通じ

 
図 1.2：登山記録数の決定要因としての各説明変数の重要度 

 
 

図 1.3：ICE プロットによる説明変数間の交互作用が登山活動数に与える影響の評価 

 

 

図 1.4：植生変数の 10%減少が登山記録数に与えうる影響の評価 
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て薄暗く、春の林床草本や新緑、秋の紅葉等を楽しむことのできない常緑林が原生植生を構成しがちなこと

と関係している可能性が考えられる。 

こうした植生と登山記録数の複雑な関係を反映して、植生変数の 10%減少が登山記録数に与えうる影響に

は、地点間に大きな異質性が見られ、地点により 30%以上の増加または減少が予測された（図 1.4）。登山

客数の 30%の増減は、場合によっては地域経済にも大きな影響を与える可能性がある数字であり、植生、な

らびにその管理と文化的生態系サービスとしての登山活動の間の想像以上に密接な関係が実証された。ま

た、このような植生とサービスの間の関係のコンテクスト依存性は後述する複数の生態系サービス間の関係

の空間的異質性の重要な背景である可能性も高い。 

②キャンプ活動 

文化的生態系サービスの指標として、全国のキャンプ

場 1,941 施設の空間分布を自然・社会環境変数を用い

て機械学習モデル化し、地図化した（図 1.5）。その

結果、大都市近郊の自然観光エリア（富士五湖エリ

ア、琵琶湖エリア、阿蘇くじゅうエリアなど）にホッ

トスポットが見られた。また、キャンプ場の分布には

周囲に高い山があることなどの地形的要因に加えて、

広域スケールでの人口密度や道路密度、高速インター

チェンジからの距離などの社会的要因、ローカルスケ

ールでの草原や森林、湖の分布などの自然的要因が複

合的に影響していることが示唆された（図 1.6）。  

この結果は、キャンプ活動に適した自然環境が存在

することに加えて、都市圏からのアクセスの良さなど

の利用者からの利便性も重要であることを示してい

る。このような複合的な要因を考慮したキャンプ活動

空間分布の予測モデルを作成したことにより、生態系

サービス間の関係性（トレードオフ・シナジー）の分

析や将来シナリオ分析を高精度で行うことが可能とな

った。 

③野外教育活動 

中学校に送付したアンケートは送付した 3,250 校中、

1,655 校から有効な回答が得られ、そのうち 827 校で宿

泊を伴う野外学習が実施されていた。野外学習を実施

していた 827 校について中学校所在地から目的地まで

の移動コストを算出し、移動コストが中学校及び目的

地周囲のどのような自然・社会環境により影響を受け

ているのかの関係性を、機械学習モデルにより評価し

た（図 1.7）。その結果、中学校周囲の人口密度が高

く、中学校が所在する自治体の森林率や最大標高が低

い場合（周囲に高い山がない場合）、つまり都市部に位置する中学校は高い移動コストをかけて遠くの目的

地を訪問する傾向が見られた。一方、目的地の周囲の人口密度などが低く、自然林比率や自然海岸比率が高

 
図 1.6：キャンプ活動の決定要因としての各説明変

数の重要度 

 

 
図 1.5：キャンプ活動の指標として用いたキャンプ

場数の空間分布の予測値 
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い場合、つまり豊かな自然生態系が残されている場所を目的地とする場合には高い移動コストをかけて遠く

の中学校が訪問する傾向が見られた（図 1.8）。これらの結果は、大都市圏に所在する中学校は野外教育活

動に対する高い需要を持っており、自然度の高い地域は大都市圏の中学校から野外学習の訪問先として選ば

れるだけの教育的価値を持っていたことを示している。また、これらの結果は将来の土地利用や人口分布の

変化が中学校の野外教育活動に対する需要と、訪問先としての教育的価値の供給ポテンシャルの双方に影響

を及ぼす可能性があることを示唆しており、生態系サービスの管理施策を考える際には需要と供給の両側面

から検討を行う必要性を示している。 

4.2. 複数の生態系サービス間の関係の解明 

①生態系サービス間の関係の空間スケール別の比較 

 
図 1.7：野外学習を実施していた 827 校の中学校所在地から目的地までの移動コストの予測値 

 

 

図 1.8：中学校の周囲および目的地の周囲の自然・社会環境が野外学習目的値までの移動コストに与える影響 
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全国の生態系サービスの空間分布の同所性をスピアマンの順位相関係数を用いて評価したところ、文化的サ

ービス間（登山 vs キャンプ、登山 vs 野外教育、キャンプ vs 野外教育）は全国を地域三次メッシュ・地域

二次メッシュで区切った場合のいずれにおいても正の相関、つまりシナジーの関係が検出された（図

1.9）。また、水質改善は水稲生産、レタス生産、炭素吸収と地域三次メッシュ・地域二次メッシュのいず

れにおいても負の相関、つまりトレードオフの関係が検出された。以上より、これらのサービス間の関係性

は空間スケール依存性が小さいことが示された。一方、水稲生産とレタス生産、水稲生産とキャンプ、水稲

生産と野外教育、木材生産とキャンプ、炭素吸収とキャンプは地域二次メッシュで区切った場合にのみ正の

相関、つまりシナジーの関係が検出された。これは、局所スケールで見た場合にはこれらのサービスは同所

的には供給されない（水田で水稲が生産されるがレタスは生産されず、キャンプ場は存在しない）が、広域

スケールで見た場合にはこれらのサービスは同所的に供給されている（10km 程度の空間スケールでは水田

とレタス畑とキャンプ場が同時に存在する場合が多い）ことを示している。また、水稲生産と木材生産は地

域三次メッシュで区切った場合にのみ負の相関が見られた。以上より、同じ生態系サービスの組み合わせで

も、局所スケールではトレードオフの関係が検出されやすく、広域スケールではシナジーの関係性が検出さ

れやすい傾向がみられた。 

 
図 1.9：地域 3次メッシュ（約 1km グリッド；対角線の右上側）と地域 2次メッシュ（約 10km グリッ

ド；対角線の左下側）での生態系サービス間のスピアマンの順位相関係数。オレンジセルは正の有意

な相関（シナジー）、水色セルは負の有意な相関（トレードオフ）  

 

 
図 1.10：空間スケール別・地域別の生態系サービス間の関係性（スピアマンの順位相関係数）の変化 
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 生態系サービス間の関係性の空間スケール依存性を地域別に解析した（図 1.10）。特徴的な結果が見ら

れた例を示すと、木材生産とキャンプとの関係性は空間スケール依存性が大きく、空間スケールが大きくな

るほど正の相関が大きくなりシナジーの関係性が強くなる傾向がみられた。また、地域性も大きく、東日本

と西日本では正の相関が大きくシナジーの関係性が強くみられた一方、北日本では相関が弱くシナジーの関

係性は見られなかった。炭素吸収と水質改善についても地域スケール依存性がみられ、地域による関係性の

違いが大きかった。水稲生産とレタス生産については空間スケール依存性は大きく、空間スケールが大きい

ほど正の相関が大きくなりシナジーの関係が強くみられたが、地域性は小さかった。木材生産と炭素吸収に

ついては地域スケール依存性はみられなかったが、地域性は大きく東日本・西日本では正の相関が大きくシ

ナジーの関係がみられたが、北日本では負の相関が大きくトレードオフの関係がみられた。以上のように、

生態系サービス間の関係性は切り取る空間スケールの大きさによって大きく変化しうることが明らかとなっ

た。また、地域によっても生態系サービスの関係性が変化しうることが示された（詳しくは 2−②を参

照）。これらの結果は、どのような空間スケール単位での生態系サービスの供給の向上を目指すのかを明確

にした上で政策を決定することが重要であることを示している。また、一部地域の特定の空間スケールで示

されたシナジー関係に基づいた生態系管理や政策は、他の空間スケールや地域においてトレードオフを引き

起こし、結果として一部の生態系サービスを劣化させ得ることに注意が必要である。 

②生態系サービス間の関係の自治体間比較 

生態系サービス間の関係は自治体間で著しく異なっており、ほとんどの生態系サービスの組み合わせにおい

て、正の相関（シナジー）と負の相関（トレードオフ）の双方が検出された（図 1.11）。関係の違いは、

北日本と南日本の傾向の違いなどの大域的なものだけでなく、しばしば近隣自治体の間にも見られた。一例

をあげると、木材生産とキャンプ場立地の間の関係は、関東以南においては多くの自治体で正の相関を示す

一方、北海等では負の相関が卓越していた。このことは、南日本では、多くの自治体において、木材生産を

増加させるような管理によって同時にキャンプ利用の促進が期待される一方、北海道では同様の管理はキャ

 
図 1.11：生態系サービス間のシナジーとトレードオフ関係の自治体間比較 
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ンプ利用を阻害する可能性があることを示唆している。以上のように、生態系サービスの管理においては、

多様な生態系サービス間の関係を理解し、単一の生態系サービスの向上を追求するあまりに生態系サービス

の多面性を損なうことの無いよう留意する必要があるだろう。 

 

③生態系サービスバンドルの全国分布 

自治体単位での生態系サービスの供給パターンにより、5 つのクラスターが検出され、それぞれ園芸農業

（レタス生産）、稲作（水稲生産）、林業（木材生産、炭素吸収）、レクリエーション（登山、キャンプ、

野外教育）、水質（水質改善）に特徴付けられた（図 1.12）。このことから、木材生産と炭素吸収、登

山・キャンプ・野外教育はそれぞれ同じ自治体からまとまって供給される生態系サービスバンドルであるこ

とが示された。また、それぞれのクラスターに分類された自治体は地域的にまとまっており、例えばレクリ

エーションクラスターは中部地方の山岳エリアを中心に分布しており、林業クラスターは西日本の山間部を

中心に分布していることが示された。以上のような自治体単位でのクラスター分析による生態系サービスバ

ンドルの抽出は、各自治体の生態系サービスの持つ特徴やそれぞれのサービスの空間分布を把握する上で有

効であることが示された。 

4.3. 生態系サービスのシナリオ分析 

①個別の文化的サービスについて 

いずれの将来シナリオにおいても 2050 年には現在と比べてキャンプ、登山活動、野外教育活動は減少する

と予測された。将来の土地利用変化と人口分布変化による影響をそれぞれ分けて評価すると、人口分布変化

による活動量の減少が大きいと予測されたことから、全国的な人口減少による文化的サービスに対する総需

要の低下が主な原因であると考えられた。一方、人口分布の将来シナリオ間（集中型 vs 分散型）の違いは

小さかったことからも、人口分布パターンの違いよりも総人口の減少による影響が大きいと考えられる。土

地利用変化による影響は将来シナリオ間の違いが大きく、特に人工資本・人口集中型シナリオ（PC）におい

 
図 1.12：生態系サービスバンドルの自治体間比較。左の地図は各クラスターに分類された自治体を

示しており、右の円グラフは各クラスターに分類された自治体の生態系サービスの平均値を示してい

る。 
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てキャンプ活動・登山活動の増加が見られた。その結果、人工資本・人口集中型シナリオにおける文化的サ

ービスの減少率が他シナリオと比べて小さくなると予測された（図 1.13）。 

登山活動・キャンプ活動においては、いずれの将来シナリオにおいても都市近郊の行楽地エリア（富士五湖

周辺など）における活動の大幅な減少が予測され、都市人口の減少による需要の低下の影響が示唆された

（図 1.14）。一方、人工資本活用シナリオ（PC、PD）においては中部山岳エリアなどで登山活動・キャン

プ活動の増加が予測された。これは、将来シナリオにおいて人工林が伐採等により減少し、二次的自然（草

原や二次林）が増加する地域に対応しており、文化的サービス利用者にとって好ましい自然景観が増加した

ことが要因と考えられる。ただし、人工林伐採後に再造林放棄地が増加するような場合にはむしろ好ましく

ない自然景観が増加し、これらの活動の減少をもたらす可能性もあることに注意する必要がある。野外教育

活動についてはいずれの将来シナリオにおいても中部地方を中心に大幅な減少が見られた。中部地方は東

京、大阪などの大都市圏からの野外教育活動の訪問が多かった地域であり、大都市圏での中学生人口の減少

による需要の低下の影響が特に大きかったと考えられる。 

以上のように、文化的サービスの将来変化に対して人口減少と人工林の取り扱いが大きく影響することが示

唆された。特に、人工林を他の土地利用へと転換する場合には、広葉樹林化などの自然景観に配慮した取扱

いを行うことで、人口減少下においても文化的サービスの質の向上につながる可能性がある。 

②供給・調節サービスを含めた全体像について 

上述の文化的サービス、および S15-2(2)で実施された供給・調節サービスについてのシナリオ分析の結

果を統合し、地方間および大都市圏とそれ以外で比較した（図 1.15）。多くのサービスで、どのシナリオ

においても、2050 年における生態系サービスの減少が予測されたが、生態系サービスを人口あたりに換算

すると、そのような傾向は見られなかった(人口あたりの結果は割愛)。この結果は、本研究で示された将来

の生態系サービス減少傾向の多くが、直接的または土地利用を介して間接的に人口減少と関連した総量の減

少であり、一人の人間が享受可能なサービスの減少は限定的であることを示している。地方間の傾向の違い

 

図 1.13：土地利用・人口分布を変化させたときの文化的サービス（キャンプ・登山・自然教育）の日

本全国での変化の予測値。 

（各 PANCES シナリオの 3本の棒グラフは（左）土地利用・人口分布を両方変化させた場合の増減率、

（中央）土地利用のみを変化させた場合の増減率、（右）人口分布のみを変化させた場合の増減率を

示す。） 

NC：自然資本・コンパクト型シナリオ 

ND：自然資本・分散型シナリオ 

PC：人工資本・コンパクト型シナリオ 

PD：人工資本・分散型シナリオ 

BAU：BAU シナリオ 
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は、しばしばシナリオ間の違いよりも大きかった。いくつか例を示すと、水稲の生産量は多くのシナリオに

おいて、中部・九州で顕著な減少が予測された。水質については、四国や九州では一貫して向上する傾向が

予測された。キャンプ場としての適性については、近畿においては、すべてのシナリオで減少が予測され

た。4 つのシナリオのうち、人工資本・人口集中シナリオでは、しばしば地域内における変化量のばらつき

 

 

 
図 1.14：将来シナリオ別の文化的サービスの変化量の空間分布 
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が顕著であった。水稲の収量と文化サービスでは、自然資本/人工資本の違いが重要であったのに対し、木

材生産ポテンシャルでは、人口集中/人口分散の違いが重要であった。これらの結果は、将来シナリオと地

域の間には複雑な交互作用があり、またあるシナリオの下において、顕著な変化が生じる地域は、サービス

ごとに異なることを示している。そのため、将来における持続的な生態系サービス享受のためには、実際の

土地利用・人口動態に応じて、地域ごと・サービスごとに適切な対処を講じることが不可欠である。 

  

５．研究目標の達成状況 

目標を上回る成果をあげた 

 文化的サービスに関しては、これまで定量的評価が難しいと言われており困難度が高かったが、ビッグデータや機

械学習など新たな手法を導入することで予想を超える成果をあげた。また、テーマ１，４、サブテーマ２，３などと効果

的な連携を行い、全国レベルでのシナリオ分析、自然資本の評価、生態系サービスのバンドル分析、全国レベルで

の水質モデルなど分野融合的な成果をあげた。 

 

６．引用文献 

「特に記載すべき事項はない。」 

 

  

 

図 1.15：陸域の生態系サービスシナリオ分析結果一覧（地域別ならびに大都市/地方間比較） 
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Ⅱ－２ 陸域生態系の供給・調整サービスの定量化と予測 

 

国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

研究ディレクター    正木  隆 

森林昆虫研究領域 昆虫生態研究室  滝  久智 

森林植生研究領域 群落動態研究室  黒川 紘子 

森林植生研究領域 群落動態研究室  小黒 芳生（平成３１〜令和２年度） 

森林植生研究領域 群落動態研究室  小林 卓也（平成３１〜令和２年度） 

<研究協力者> 

国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

三浦覚・南光一樹・岡部貴美子・古川拓哉・澤野 真治 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構  大澤剛士 

 

［要旨］ 

生態系サービスの定量化・可視化だけではなく、その変化要因（ドライバー）を定量的に解明し、陸域に

おける自然資本・生態系サービスがもたらす自然的価値の変化を予測・評価するため、陸域生態系の供給・

調整サービスの定量化と自然・社会条件の変動下でのそれらの変化を全国レベルで予測した。具体的には、 

１） 全国陸域スケールでの自然資本と供給・調整サービスの定量評価および地理情報化 

２） 陸域生態系サービスな重要な変化要因（ドライバー）の抽出とその直接・間接的影響の解明 

３） 陸域生態系サービスのドライバーの定量化とサービスの変化を定量・予測するプロセスモデルの構築 

の３つの研究を行った。1）に関しては CO2 吸収サービス・農作物供給サービス、木材供給サービス、水質

浄サービスの地理情報化を行った。2）に関しては農作物の生産安定性と作物のポリネーターへの依存度の

関係を解析し、作物生産の安定性はポリネーター依存度により異なることを示した。3）に関しては農作物

（水稲・ホウレンソウ）・木材供給（スギ・ヒノキ）サービスとドライバー（土地利用・人口分布・気候）

との関係をモデル化し、PANCES シナリオ条件の下で現在から 2050 年にかけての各サービスの変化及び各ド

ライバーの相対的重要性を解析した。 

その結果、水稲供給はどのシナリオでも将来減少することが予測され、その主なドライバーは耕作放棄地

の増加による水田の減少であると予測された。一方、ホウレンソウの供給はシナリオによって増減が異な

り、そのドライバーも土地利用変化ではなく、気候変動・人口分布の変化による生産性の変化であると予測

された。さらに、スギ・ヒノキの供給も全てのシナリオで減少すると予測され、その主なドライバーは森林

減少であると予測された。これらの結果はサービスの種類により変化をもたらす要因が異なるため、介入に

必要な対策が異なることを示している。 

また当初の研究計画に加えて生態系の負のサービス（ディスサービス）の評価を行った。具体的にはシイ

タケ生産への害菌の影響を解析し、アナタケやカワラタケといった害菌が特にシイタケ生産への負の影響が

強いことを示した。また当初は予定していなかった耕作放棄地森林転換シナリオの作成を行い、シナリオを

反映した土地利用データを作成した。これを元にテーマ 4と協力し、耕作放棄地の森林転換が自然資本へ与

える影響の解析を行った。 

上記のことから、研究開始当初に設定した目標は概ね達成し、さらに当初予定しなかった成果も得ること

ができたため、目標以上の成果を上げることができたと考えている。 
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１．研究開発目的 

 2012 年に設立された「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラットフォーム」（IPBES）は、

生物多様性と生態系サービスを評価し、政策を科学的に実行することを目的とした枠組みである。日本は先

進国として、IPBES の具体的活動へと加盟諸国をリードする責任があると考えられている。平成 23 年度か

ら開始された戦略的研究開発領域課題 S-9「アジア規模での生物多様性観測・予測・評価に関する総合的研

究」では、生物多様性を地図化し、それが支える生態系機能の一部を定量化するための枠組みができあがっ

た。 

 しかし一方で残された課題も多い。第１に、自然資本としての生物多様性の整理は試みられておらず、生

態系サービスの定量化はまだその一部に留まっている。第２に、生物多様性から様々な生態系サービスが発

揮されるまでのプロセスの解明が不十分である。第３に、プロセスの解明が不十分なために、ドライバーと

なる外部因子（気候変動、土地利用の変化、等）の変化シナリオに対する生態系サービスの変化予測が困難

である。第４に、従って、科学的知見を政策に活かす道筋を確立するための研究が必要である。 

 日本の国土の特徴は、森林・農地による高い被覆率と急峻な地形にある。外部因子の変化が陸域生態系の

変化をもたらすと、生物多様性や生物の生息環境などの自然資本が変化し、作物や木質材料の供給サービス

だけではなく、病害虫の発生制御や農作物の花粉媒介、土壌保全などの調整サービスの質・量が変化する可

能性がある。こういった変化を科学的に事前予測する手法を提案するためには、生態系サービスの定量化・

可視化だけではなく、その変化要因（ドライバー）の定量的な解明が必要である。定量化までの研究成果は

世界的にも散見されるが、本研究ではそれを超えて、変化プロセスの解明・定量化・そして予測にまで踏み

込んで研究を行なう。 

 

２．研究目標 

 これまで定量的評価されてこなかった供給・調整サービスの定量化を行うとともに、テーマ 1 で作

成された将来シナリオ・政策オプションの元での人口分布・土地利用の違いが生態系サービスやサー

ビスの多面性に与える影響を評価する。また、テーマ 1・テーマ 4 と協力し自然資本評価を実施する。 

 

３．研究開発内容 

3.1．全国陸域スケールでの自然資本と供給・調整サービスの定量評価および地理情報化 

①農作物供給（水稲・ホウレンソウ）の地理情報化 

農林水産省作物統計より取得した 1993 年から 2015 年の水稲とホウレンソウの生産量、「アメダスデータ

のメッシュ化プログラム Ver. 4」（農研機構）で作成した各年の気候条件、テーマ１が作成した 1998 年の

土地利用・2010 年の人口分布のデータを用い、気候・土地利用・人口分布で水稲・ホウレンソウ供給サー

ビスを予測するモデルを作成した。このモデルにテーマ１が作成した 2010 年の条件を当てはめ、農作物の

供給サービスを地理情報化した。 

②木材供給（スギ・ヒノキ）の地理情報化 

林野庁森林生態系多様性基礎調査第二期（2004〜2008）と第三期（2009〜2013）のデータからスギ・ヒノ

キの成長速度を計算し、これを同調査データから計算した調査地ごとの個体密度・平均個体サイズ・林種

（天然林・人工林）、「アメダスデータのメッシュ化プログラム Ver. 4」（農研機構）で作成した 2004〜

2013 年の気候条件、テーマ１が作成した人口分布（森林から半径 500m・14.5km 以内の人口）から予測する

モデルを作成した。さらに同データセットからスギ・ヒノキの分布予測モデルを作成した。これらのモデル
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にテーマ１が作成した 2010 年の条件を当てはめ、スギ・ヒノキの供給サービス（潜在的成長速度：その場

所に対象の樹種が存在する場合の成長速度）を地理情報化した。 

③ CO2 吸収サービスの地理情報化 

CO2 吸収サービスの指標として、サブテーマ 2-4 と共同で生態系純生産（NEP、生態系の CO2 吸収速度か

ら呼吸量や分解量を減じた値）を BEAMS モデル（Sasai et al.2011）により地理情報化した。 

④ 水質調整サービスの予測モデルの作成及び地理情報化 

サブテーマ 2-1 及び 2−4 と協働し、現在（2015-2017 年）の河川中の硝酸態・亜硝酸態窒素の濃度データ

と各地点の上流域の自然・社会環境及び気候データを用いて、水質調整サービスの貢献を織り込んだ河川水

質の全国的な空間分布を予測するモデルを作成した。このモデルを用いて水質調整サービスの地理情報化を

行った。なお、この解析は、生態系サービスそのものではなく、環境負荷や生態系サービスの効果等の複合

的なアウトプットを対象としている。生態系サービスそのものを対象とした他の解析とは異なることに注意

が必要である。 

 

3.2．陸域生態系サービスに重要な変化要因（ドライバー）の抽出とその直接・間接的影響の解明 

① 農作物生産安定性と作物のポリネーター依存度との関係の解明 

作物の安定的な供給には動物による送粉サービスが欠かせないが、送粉者への依存度は作物により異なる

ことが知られている。農作物の生産安定性と送粉者依存度との関係を解明するため、農水省の作物統計デー

タを用い、40 種の作物（果菜・果物・穀物）の生産安定性を日本の全市町村単位で計算した。これと送粉

者への依存度（Klein et al. 2007; 一般社団法人 日本養蜂協会 2014）との関係を解析した。 

② シイタケ生産に影響する害菌の影響の解明 

当初の研究計画に加えて、本研究では生態系から受けるディスサービス（負の生態系サービス）の評価も

行った。主要な特用林産物であるシイタケの供給サービスが環境条件から受ける影響を解明するため、シイ

タケ生産に対するディスサービスとして、害菌による原木シイタケ栽培への影響評価を行った。特に野生の

菌類の原木への侵入状況がシイタケ収量に与える影響を評価するため、原木内部における害菌類の種組成・

蔓延度の定量化およびシイタケ収量との関係の解析を行った。 

 

3.3. 陸域生態系サービスのドライバーの定量化とサービスの変化を定量・予測するプロセスモデルの構築 

① 農作物供給（水稲・ホウレンソウ）予測モデルの構築と将来予測 

3.1.で作成した農作物供給の予測モデルにテーマ１が作成した将来シナリオを当てはめ、2050 年の農作

物の供給サービスを地理情報化した。このデータと 2010 年の農作物供給の地理情報から 2010 年から 2050

年の間の各 PANCES シナリオの農作物供給量の変化を予測し、またその変化をもたらす要因を解析した。さ

らに、予測された農作物供給とサブテーマ 1-2 が作成した現在及び将来の農作物の需要とのバランスを解析

した。 

② 耕作放棄地の森林転換シナリオの実装 

農作物供給サービスを対象としたシナリオ分析の結果、多くの将来シナリオで農作物供給サービスは減少

すると予測されたが、同時に農作物需要も減少すると予測された（図 2.9）。このため、耕作放棄地を他の

土地利用に転換し、他の生態系サービス向上に使える可能性があると考えられた。この可能性を検討するた

め、当初の計画に加えてテーマ 1が作成したシナリオに加えて耕作放棄地の森林転換シナリオを組み込んだ

土地利用データを作成した。 



 

38 

S15-2

テーマ 1 で作成した各将来シナリオの土地利用データを用い、2030 年までに耕作放棄される場所を抽出

した。次に耕作放棄地を 1)全て植林地に転換する、2）全て二次林に転換する、3）植林地と二次林に転換

する、という 3 つのシナリオ作成し、各将来シナリオの 2050 年の土地利用図で 2030 年までに耕作放棄され

た場所を森林へ転換した土地利用データを作成した。3)のシナリオでは，各耕作放棄地グリッドの半径

5.5km 圏内の 2050 年の人口が 500 人以上の場合には人工林へ、500 人未満の場合には二次林へと転換した。

この条件では約半数の耕作放棄地が二次林に、約半数が人工林に転換された。 

③ 木材供給（スギ・ヒノキ）予測モデルの構築と将来予測 

3.1．で作成した木材供給の予測モデルにテーマ１が作成した将来シナリオを当てはめ、2050 年のスギ・

ヒノキの供給サービスを地理情報化した。このデータと 2010 年の木材供給の地理情報から 2010 年から

2050 年の間の各シナリオでの年間木材成長量の変化を予測し、またその変化をもたらす要因を解析した。

さらに、予測された木材供給とサブテーマ 1-2 が作成した現在及び将来の木材の需要とのバランスを解析し

た。 

④ 水質調整サービスの将来予測 

3.1.で作成した水質予測モデルにテーマ１が作成した将来シナリオを当てはめ、シナリオ間で水質が改

善・悪化する面積を比較した。また 2050 年にかけての水質の変化を地理情報化した。 

 

４．結果及び考察 

3.1. 全国陸域スケールでの自然資本と供給・調整サービスの定量評価および地理情報化 

① 農作物供給（水稲・ホウレンソウ）の地理情報化 

水稲の生産は全国的に見られ、東北地方の生産性が高かった（図 2.1）。一方、ホウレンソウの生産は主

に関東近辺で行われていた（図 2.1）。得られたデータはシナリオ分析や、サブテーマ 2-1 と共同で行った

生態系サービス間のトレードオフ・シナジー解析に用いた。 

 
 

図 2.1：2010 年の水稲・ホウレンソウの供給量の空間分布の予測値。 
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② 木材供給（スギ・ヒノキ）の地理情報化 

スギは分布範囲が広く、東北地方で成長速度が

速かった（図 2.2）。一方、ヒノキ分布範囲が関

東以西に偏り、成長速度が高い場所も関東以西で

目立った。得られたデータはシナリオ分析や、サ

ブテーマ 2-1 と共同で行った生態系サービス間の

トレードオフ・シナジー解析に用いた。 

③ CO2 吸収サービスの地理情報化 

BEAMS モデルによる予測では、CO2 吸収サービ

スは太平洋側で高く、東北の日本海側で低いとい

う傾向が見られた（図 2.3）。得られたデータは

サブテーマ 2-1 と共有し、生態系サービス間のト

レードオフ・シナジー解析に用いた。 

④ 水質調整サービスの地理情報化 

水質予測モデルの予測では上流域に森林が多

く、特に人工林よりも自然林が多い場合に水質が良

かった。一方、上流域に農地や果樹園が多く、人口

が多い場合に水質が悪かった。この結果、日本海側

の山間部で特に水質が良く、耕作地が広がる平野部

や人口集中エリアで水質が悪いと予測された（図

2.4）。 

 

4.2．陸域生態系サービスに重要な変化要因（ドラ

イバー）の抽出とその直接・間接的影響の解明 

① 農作物生産安定性と作物のポリネーター依存度

との関係の解明 

図 2.2：スギ・ヒノキの年間の成長速度の空間分布。 

 

 
図 2.3：CO2 吸収サービス（生態系純生産）の空間分布の

2002 年〜2015 年の平均値。 

 

 
図 2.4：現在（2015-2017 年）の河川中の水質の全国

的な空間分布の予測値。窒素濃度が低い（青色）ほ

ど水質が良いことを示す。 
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世界全体を対象とした先行研究では、送粉者への依存度が高い作物ほど生産安定性が低いことが示されて

いる（Garibaldi et al. 2011）。一方、本研究の結果、日本国内では依存度が最も高い作物群

（Essential）は生産が安定しており、中程度に依存度が高い作物群（Great）の生産が最も不安定であるこ

とが示された（図 2.5）。この結果は農作物の送粉者への依存度と生産安定性の関係は国や地域によって異

なり、作物の生産安定性や送粉者サービスを向上させるための生態系管理には局所的な情報を利用すること

が重要であることを示唆している。 

 

② シイタケ生産に影響する害菌の影響の解明 

ディスサービスの評価により、原木シイタケ栽培に対する野生の菌類の影響が明らかになった。分離培

養と DNA 配列を用いた種同定により、多数の種の野生菌類を原木内から検出し、その中でも特にシイタケと

 
図 2.5：ポリネーター依存度と生産の不安定性（生産の年変動）との関係。ポリネーターへの依存度は

Essential（ポリネーターが存在しない場合、生産が 90%以上減少する）> Great（ポリネーターが存在

しない場合の生産減少が 40%以上 90%未満）> Modest（ポリネーターが存在しない場合の生産減少が 10%

以上 40%未満）> Little（ポリネーターが存在しない場合の生産減少が 0%以上 10%未満）> No increase

（風媒種など、ポリネーターの存在が生産に貢献しない）の順番で高い。Oguro et al. 2019 より作

成。 

 
図 2.6：原木内部での野生菌類の蔓延度とシイタケ収量との関係。Kobayashi et al. 2020 より作成。 
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潜在的に競合関係にあると思われる白色腐朽菌類の蔓

延度がシイタケ収量と負の関係にあることを明らかに

した（図 2.6）。加えて原木の管理条件の違いも害菌

の蔓延度と関連していることが示された（図 2.7）。 

 

3.3．陸域生態系サービスのドライバーの定量化とサー

ビスの変化を定量・予測するプロセスモデルの構築 

① 農作物供給（水稲・ホウレンソウ）予測モデルの

構築と将来予測 

どのシナリオでも日本全国ではコメ供給サービスが

減少し、その主な要因は水田の消失であると予測され

た（図 2.8 上段）。特に人工資本活用シナリオで減少

が大きいため、コメの供給量を維持するためには耕作

放棄地への対策が必要である。一方、自然資本活用シナリオではホウレンソウ供給サービスは全国的には増

加することが予測された（図 2.8 下段）。しかし、人工資本活用シナリオでは供給量が減少する人口シナリ

オもみられ、その主な要因は農地の減少ではなく気候変動などによる生産性の低下であると予測された（図

 
図 2.7：原木の管理条件とほだ木内部での野生菌類

の蔓延度との関係。Kobayashi et al. 2020 より作

成。 

 

 
図 2.8：土地利用・人口分布・気候を変化させたときのコメ（上段）・ホウレンソウ（下段）

供給サービスの日本全国での変化の予測値。サービスが減少する場所・増加する場所両方が見ら

れるため、集計は増加・減少に分けて行った。パネルの違いは土地利用・人口シナリオの違いを

表し、パネル内のバーの違いは気候シナリオの違い（現在気候・MIROC5 RCP 2.6・MIROC5 

RCP8.5）を表す。バーの色の濃い部分は農地の増減による変化、色の薄い部分は農地周囲の土地

利用・気候・人口分布の変化による生産性の変化の影響を表す。RCP 間の違いが少ないのは使用

したモデルの特性だと考えられるため、注意が必要である。 
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2.8 下段）。つまり、農作物

供給の低下を防ぐために必要

な対策は作物の種類によって

ことなる可能性がある。 

一方、各 PANCES シナリオ

での需給バランスの変化をみ

ると、コメ・ホウレンソウの

供給が減少する将来シナリオ

でも、ほとんどの場合、需要

の減少が供給の減少を上回っ

ていた（図 2.9）。この結果

は耕作放棄地を森林などの他

の土地利用に転換し、他の生

態系サービスの向上に活用で

きる可能性を示している。 

 

 

② 耕作放棄地の森林転換シナリオの実装 

森林転換の対象となる耕作放棄地の面積はシナリオによって異なり、BAU では約 1250km2、自然資本・コ

ンパクトシナリオと自然資本・人口分散シナリオでは 370km2、人工資本・コンパクトシナリオでは

1600km2、人工資本・人工分散シナリオでは 1020km2だった。このため、耕作放棄地森林転換の生態系サービ

スへの影響は人工資本活用シナリオほど大きく、自然資本活用シナリオでは小さいと考えられる。 

作成したデータ（図 2.10）はサブテーマ 4-3 に提供し、耕作放棄地森林転換の自然資本の価値・炭素貯

蓄量への影響評価に用いられた。 

 
図 2.9：各 PANCES シナリオのコメ（上段）とホウレンソウ（下段）の需要と

供給の相対変化の予測値。 

 

 
図 2.10：2050 年の人工資本活用・コンパクトシナリオの土地利用図（左）と同じシナリオに森林転換

を適用した土地利用図（右）。四角は北海道の一部の拡大図で、丸で囲った部分などが森林転換され

ている。 
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③ 木材供給（スギ・ヒノキ）予測モデルの構築と将来予測 

どのシナリオでも日本全国ではスギ・ヒノ

キの成長量の減少が増加を上回り、特に人工

資本・コンパクトシナリオで減少が大きかっ

た（図 2.11）。変化を引き起こした要因をみ

ると、自然資本・分散シナリオでは気候変動

や人口分布の変化による生産性の減少の影響

が大きかった一方、その他のシナリオではス

ギ林・ヒノキ林面積の減少の影響が大きかっ

た。また２つのコンパクトシナリオでは人口

集中が強まるとスギ林・ヒノキ林面積の減少

の影響が強まっていた。これらの結果は樹木

成長を減少させる主な要因はシナリオによっ

て異なり、人口分布・気候変動・土地利用変

化の相互作用で将来の変化が起こる可能性を

示している。 

一方、各 PANCES シナリオ条件下での需給バ

ランスの変化を見ると、現在の平均的な個体

密度・個体サイズが維持された場合、潜在的

な木材生産（樹木成長量）はどのシナリオで

図 2.11：スギ（上段）とヒノキ（下

段）の潜在的成長量（各樹種が存在す

ると予測された場所に平均的な森林

が存在すると仮定した場合の成長量

の全国合計値）の各シナリオでの変

化。成長量が減少する場所・増加する

場所の両方がみられたため、集計は

増加・減少に分けて行った。モデル作

成に用いた個体密度と個体サイズは

面的な分布データが利用できないた

め、予測値の計算では全国平均の値

（スギ：個体密度＝479 個体/ha・平

均個体サイズ＝25.6cm、ヒノキ：個体

密度＝469/ha・平均個体サイズ＝

20.9cm）を用いた。スギ・ヒノキ林の

分布は気候変動に追従しないと考え

られるため、スギ林・ヒノキ林の分布

予測には気候変動の影響を組み込ま

なかった。このため、予測値は林業が

気候変動適応策をとらないと仮定し

た時の予測値になっている 

 

図 2.12：各 PANCES シナリオでの木材の需要と供給のバラン

スの予測値。 
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も木材需要を上回っていた（図 2.12）。この

結果は過剰な伐採を避け、現在と同じ程度の

個体密度・個体サイズの森林を維持できれ

ば、森林を持続的に利用できる可能性がある

ことを示している。 

 

 

④ 水質調整サービスの将来予測 

いずれの将来シナリオでも BAU シナリオと

比較して、水質が改善するエリア・悪化する

エリアが見られた（図 2.13）。コンパクト・

人口分散シナリオ間で比較すると、人口分散

シナリオ（ND、PD）はコンパクトシナリオ

（NC、PC）に比べて水質が改善する地域が少

なく、悪化する地域が多かった（図 2.13）。

これは人口分散シナリオでは、居住エリアが

上流域に分散することで生活排水等が影響す

る地域が増加することが原因と考えられる。

一方、自然資本・人工資本シナリオ間で比較すると人工資本シナリオ（PC、PD）では、自然資本シナリオ

（NC、ND）に比べて水質が改善する地域と悪化する地域がいずれも多かった（図 2.13）。これは人工資本

シナリオでは人工林の減少や二次林の増加、農地の減少など、自然資本シナリオと比べて多くの土地改変を

伴うため、下流域の水質に与える影響が大きかったことが要因と考えられる。 

BAU シナリオと比較した場合の、将来シナリオ別の水質変化予測値の全国的な空間分布を見ると、変化の

方向性（改善・悪化）には地域性が見られた（図 2.14）。いずれの将来シナリオでも北海道、東北地方、

中部地方、中国地方を中心に水質が改善する地域が分布する一方、自然資本シナリオ（NC、ND）では西日本

の沿岸部に、人工資本シナリオ（PC、PD）では西日本の山間部に水質が悪化する地域が分布していた。 

 
図 2.13：土地利用・人口分布を変化させたときの水質調整サ

ービスの変化。BAU シナリオと比較し、水質が改善（青色）ま

たは悪化（赤色）した３次地域メッシュ数を表す。NC：自然資

本コンパクト型シナリオ、ND：自然資本・分散型シナリオ、

PC：人工資本・コンパクト型シナリオ、PD：人工資本・分散型

シナリオ。気候変動シナリオはいずれも MIROC5 RCP2.6 を使用

し、2050 年 BAU シナリオの窒素濃度と比較し 0.01mg/L 以上多

い（または少ない）３次地域メッシュ数をカウントした。 

 

 

図 2.14：BAU シナリオと比較した場合の将来シナリオ別の水質変化予測値の空間分布。NC：自然資本

コンパクト型シナリオ、ND：自然資本・分散型シナリオ、PC：人工資本・コンパクト型シナリオ、

PD：人工資本・分散型シナリオ。 
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以上より、どのシナリオにおいても、一部の地域においては、将来的に河川水質の悪化が発生する可能性

が示唆された。また、水質悪化の発生地域は、将来の人口や土地利用の空間パターンに依存して異なる可能

性が高い。将来の河川水質悪化、ひいては自然環境や市民生活に与える悪影響を低減するためには、実際の

人口や土地利用の地域状況に応じた汚水処理施設の整備や環境保全型農業の推進が必要である。 

 

５．研究目標の達成状況 

供給・調整サービスについて、定量化や地理情報化の可能な技術開発を行い、全国レベルでのシナリオ分析を

可能にした。また、サブテーマ１と共同で生態系サービス間のバンドル解析を行ったほか、サブテーマ 1、４と共同

で水質の全国評価にも貢献した。テーマ１，テーマ 4 と効率的に連携し、プロジェクト全体で目指していた、シナリ

オ分析や自然資本解析のために必要なモデルを作成するなど、当初の計画を達成することができた。これに加え

て当初は予定していなかったディスサービスの評価を行い、また耕作放棄地の森林転換シナリオを実装し、テー

マ 4 と共同で耕作放棄地の森林転換が生態系サービス・自然資本に与える影響を解析するなど、目標を上回る成

果をあげた 
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Ⅱ－３ 自然資本・生態系サービスにおける参加型管理オプションと伝統・地域知の評価 

 

東京大学 

大学院総合文化研究科   吉田 丈人 

大学院農学生命科学研究科  齋藤 暖生 

<研究協力者> 

東京大学     曽我昌史、小川みふゆ 

慶應義塾大学    一ノ瀬友博 

名古屋大学    丸山康司、香坂 玲 

静岡大学     富田涼都 

国立環境研究所    西廣 淳 

福井県里山里海湖研究所   宮本康 

熊本市都市政策研究所   市川薫 

新潟大学     豊田光世 

兵庫県立淡路景観園芸学校・兵庫県立大学 澤田佳宏 

［要旨］ 

社会-生態システムの枠組みにおいて、多様なステークホルダーによる参加型生態系管理と、生態系管理

における伝統・地域的知識（TLK）活用の現状を評価するとともに、参加型管理オプションと TLK の活用が

社会-生態システムの持続可能性に与える効果・影響を評価した。基礎自治体が策定した生物多様性地域戦

略の策定過程や取組に関する分析では、多様な主体の参加は、生物多様性地域戦略に取り上げられた具体的

な取組数やそれを支える審議過程に影響していたことがわかった。また、TLK の認識や活用は、生物多様性

地域戦略の具体的な取組の強化や評価の積極性、地域住民の意識変化に影響していたことがわかった。一

方、TLK のインベントリーや分析が不足している現状と、生物多様性地域戦略への活用ニーズの高さも明ら

かとなった。結果をもとに、生態系管理に関する政策提言を行なった。 

 全国の高校生が森や海・川の名人から聞き書きした「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集

と分析では、多くの名人が共通して持っている植物資源利用の知識がある一方で、数少ない名人だけが保有

している多数の知識があり、それらの知識の存続が課題であることがわかった。また、植物分類群の多様性

と生態系サービスの種類数の関係を分析した結果、生態系サービスを支える植物分類群間の高い冗長性があ

る一方で、希少な生態系サービスを支える植物分類群が存在することがわかった。 

 また、中間評価や拡大アドバイザリーボード会合をうけて、TLK の時系列変化の評価や伝承経路の課題に

ついても取り組んだ。新潟県佐渡市の海藻利用文化における TLK と伝承経路の分析では、海藻利用の知識は

年齢が若いほど少なく、いわゆる「経験の消失」が起きていることがわかり、海藻利用文化の将来的な衰退

が予想される結果であった。また、海藻利用の知識伝承経路を分析したところ、どの世代でも母親を中心と

した伝承経路が重要であったが、近年は知識伝承の機会が減少していることがわかった。結果をもとに、

TLK の伝承に関する政策提言を行なった。 

 加えて、石川県における伝統食文化の時系列変化の分析を行なった。10 種類の伝統食のいづれにおいて

も過去 40 年間で食べる機会が減少しており、その傾向は石川県内のどの地域でも同様で、伝統食文化が衰

退しつつあることが示唆された。また、伝統食に使われる 23種類の食材は異なる自然生態系や農地生態系
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から生産されるが、過去 40 年間で、自家栽培などや地域内のおすそわけは減少し店での購入が増加してい

た。 

 以上より、当初計画された目標と中間評価や拡大アドバイザリーボード会合で指摘された新たな課題につ

いて、予定どおり実施することができた。 

 

１．研究開発目的 

社会-生態システムの枠組みにおいて、多様なステークホルダーによる参加型生態系管理と、生態系管理

における伝統・地域的知識（TLK）活用の現状を評価するとともに、参加型管理オプションと TLK の活用が

社会-生態システムの持続可能性に与える効果・影響を評価することを目的とした。また、中間評価や拡大

アドバイザリーボード会合での指摘を受け、TLK の時系列変化や伝承経路の課題についても評価した。これ

らの研究成果を、他のサブテーマ・テーマや行政担当者などと連携しつつ、国レベルや地域レベルの政策提

言にまとめて公表した。 

 社会−生態システムの認識は、持続可能な自然共生社会を構築するための基本概念となっている。地域社

会における多様なステークホルダーの参加と彼らがもつ伝統・地域的知識（TLK）の活用は、自然資本の形

成を目的とした生態系管理に重要な効果・影響があると認識されており、生物多様性条約の愛知目標（2010

年）や我が国の生物多様性国家戦略（2012 年）において目標に掲げられている。一方、地球規模生物多様

性概況第４版（GBO4）では、地域社会の参加や TLK の活用に関する愛知目標について、「進展しているがそ

の速度は不十分であり、努力を強化しない限り目標年までに目標を達成できない」と評価されている。それ

を受けて、IPBES では多様なステークホルダーの参加や TLK の活用について議論が進んでいる。一方、多様

なステークホルダーの参加と TLK 活用が自然資本形成に与える効果・影響について、学術的な評価は国内外

で十分に進んでおらず、本サブテーマの学術的な貢献は大きい。 

 

２．研究目標 

地域の生態系管理における参加型管理オプションと伝統知・地域知活用の現状を評価するとともに、それ

らが地域の社会-生態系に与える影響を明らかにする。また、伝統知・地域知の時系列変化や伝承経路の課

題について評価する。これらの研究成果を、行政担当者などと連携しつつ、政策提言などにまとめて公表す

る。 

 

３．研究開発内容 

多様な主体による参加型生態系管理および伝統・地域的知識（TLK）活用の現状と社会−生態システムへの

効果・影響を評価するにあたり、基礎自治体が策定した生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分

析、全国の高校生が森や海・川の名人から聞き書きした「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収

集と分析、新潟県佐渡市の海藻利用文化における TLK と伝承経路の分析、石川県における伝統食文化の時系

列変化の分析を行なった。新潟県佐渡市と石川県における TLK の時系列変化や伝承経路の評価は、中間評価

や拡大アドバイザリーボード会合での指摘を受けて実施した。 

 

3.1．生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分析 

生物多様性地域戦略については、サブテーマ 1(4)と 4(2)の研究対象でもあったため、S-15 内のガバナンス

ワーキンググループとしてアンケート調査を企画した。最初に、8 自治体（1 県 7 市町村）に対し事前ヒア

リングを行い、このうち 4市町村にアンケート調査のプレテストを実施した。アンケートは、サブテーマ
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1(4)および 4(2)と共同で作成し、上記プレテストを経たのちに、生物多様性地域戦略を策定した 70 の基礎

自治体を対象に実施した。アンケートの回答者は、担当部局の職員、関連部局の職員、生物多様性地域戦略

策定委員会委員とした。策定委員会委員へのアンケートの配布と回収は、担当部局の職員に依頼した。 

 すでに策定されている生物多様性地域戦略の全てを収集したのち、ⅰ）策定委員会委員の属性、ⅱ)関連

する行政部局、ⅲ)市民アンケートの有無、ⅳ)企業アンケートの有無、ⅴ)生物多様性地域戦略をきっかけ

に制定された条例の有無、ⅵ)生物多様性地域戦略のための協議会の有無を、データ化した。なお、ⅴ)と

ⅵ)については、各市区町村のウェブサイトも確認した。 

 解析データとして、アンケート調査の結果、生物多様性地域戦略から抽出したデータ、「生物多様性地域

戦略のレビュー」環境省自然環境局自然環境計画課（2017）1)、内閣府統計資料、小黒氏（森林総研）・

佐々井氏（東北大）による市区町村別の純生態系生産量を使用した。 

 解析の際には、収集したデータを MaGinnis & Ostrom (2014) 2)の社会−生態システムの分析枠組みであ

る、社会的・経済的・政治的設定(Social, economic, and political settings)、資源系（Resource 

systems）、資源単位（Resource units）、ガバナンス系（Governance systems）、アクター(Actors)に分

類した。なお、多様な主体の参加は、アクターの下位区分である「A1:アクターの数（Number of relevant 

actors）」及び「A2:社会経済的特性（Socioeconomic attributes）」の指標で評価し、TLK は「A7:社会生

態系の知識／精神的モデル」(Knowledge of SES/mental models)」の指標で評価して、これらを目的変数と

した重回帰分析を行なった。 

 

3.2．「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集と分析 

聞き書き甲子園は、NPO 法人共存の森ネットワークの活動の一つで、高校生が自然と関わる職種の名人を訪

ね、名人が歩んできた人生や仕事内容について話を聞きに行き、聞き書きとしてまとめられたものである。

2002 年から 2014 年に実施された聞き書き甲子園でまとめられた聞き取り資料（1,168 人の名人分）を NPO

法人から提供をうけた。最初に、聞き取り資料の中から植物名を抽出し、「植物和名－学名インデックス 

YList（http://ylist.info）」に準じた標準和名と学名を付して植物分類群のリストを作成した。なお、地

方名については、「日本植物方言集成」（2001）3)などを参照した。次に、それらの植物分類群の利用に関

する記述を抽出し、31 の生態系サービス（供給、調整、文化的、基盤）に分類した。これらのデータを一

元化してデータベースを作成した。 

 データの解析では、植物分類群と生態系サービスの関係を 2 部グラフによって可視化し、両者の対応関係

を検討した。また、植物分類群数の増減が生態系サービスの種類数に与える影響をレアファクション法によ

り評価した。 

 

3.3．新潟県佐渡市の海藻利用文化における TLK と伝承経路の分析 

新潟県佐渡市における海藻利用文化の現状と、海藻利用に関する知識の伝承経路について検討するため、

アンケート調査を実施した。最初に、アンケートの具体的内容を設計するため、佐渡市在住の 10人に聞き

取り調査を行った。聞き取り調査では、主に採れる海藻の種類や自生場所、採取方法、採取目的、採取時

期、料理法、食利用以外の利用方法などについて聞いた。18 種類の海藻が主に採集できる海藻として挙げ

られたが、アンケート調査の対象には、佐渡全域でよく知られている海藻を 10 種類選んで質問した。 

 アンケート調査は新潟県佐渡市全域を対象として実施し、市内小中高校の生徒と市内 10地区からランダ

ムに選定した世帯を対象とした。5,201 人の有効回答を得た。知っている海藻の種数、食べたことのある海

藻の種数、調理したことのある海藻の種数について、生まれ年との関係を回帰分析により分析した。また、
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10 種の海藻が食べられることと調理方法をそれぞれ誰に教えてもらったかを年代ごとに整理し、生まれ年

（年代）ごとに、伝承経路について評価した。 

 

3.4．石川県における伝統食文化の時系列変化の分析 

地域における伝統食には、生態系・生物多様性からの文化的サービスと食材としての供給サービスの両面性

があり、地域文化の一部を構成している。石川県における伝統食文化の時系列変化を検討するため、代表的

な日常食と行事食に関するアンケート調査を実施した。最初に、農林水産省が過去に行なった「伝統食を含

む食文化の継承及び地域産物の活用への取組状況調査」（農水省 2001）4)の結果を参考にして、代表的な伝

統食として日常食５種類と行事食５種類を抽出した。次に、これらの伝統食の食材について、「日本の食生

活全集 17 聞き書石川の食事」（日本の食生活全集石川編集委員会 1988）5)を参考に抽出した。これらの

伝統食を食べる機会とそれらの食材の入手先について、現在、20年前（2000 年頃）、40 年前（1980 年頃）

の状況を、アンケート調査により調べた。200 人の有効回答を得た。 

 

４．結果及び考察 

4.1．生物多様性地域戦略の策定過程や取組に関する分析 

アンケート調査は 66 の自治体から回答があり、自治体職員の回答は 274 票（回収率 65%）、生物多様性地

域戦略策定委員会委員からの回答は 295 票（回収率 34%）だった。アンケート調査の結果は、サブテーマ

1(4)および 4(2)と共同で一次集計としてまとめ、協力いただいた自治体に配布したほか、S-15 ウェブサイ

トにおいて一般に公開した（図 3.1）。その一部を紹介すると、伝統知について質問した「生物多様性地域

戦略において、世代を超えて受け継がれる知恵・技術・利用方法を取組において、活用していますか。」に

対して、「活用していない」と回答した職員が 57 名、策定委員会委員が 72 名と多く、活用しなかった理由

として「それらの情報がなかった（職員：42%、策定委員会委員：40%）」、「それらの情報をどのように取

 

図 3.1. 生物多様性地域戦略の推進に伝統知（A）や地域知（B）を取り入れる重要性と、生物多様性地域戦略に伝

統知(C)や地域知（D）が活用されていない理由についてのアンケート回答。 
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り入れたら良いかわからなかった（職員：30%、策定委員会委員：21%）」が主なものだった。一方、伝統知

を生物多様性地域戦略に取り入れることについては、「とても必要である」や「ある程度必要である」との

回答が主要なものであった。地域知についても同様の傾向があり、生物多様性地域戦略に伝統・地域知が活

用されにくい状況が明らかとなった。 

多様な主体の参加に関する要素を目的変数とした重回帰分析の結果から、いくつかのことが示唆された

（図 3.2）。海岸のある自治体では、しばしば漁業関係者が策定委員に含まれており、漁業関係者が参加す

ることで生物多様性地域戦略策定委員会（以下、策定委員会）の人数が増えたと考えられた。人口の多い都

市の策定委員会は、学識経験者、NPO 関係者、公募委員などから構成されることがしばしば見られ、策定委

員会委員の多様性は高くなかった。財務力指数が 1を超える自治体は、名古屋市、横浜市、川崎市、府中

市、港区、東海村など 16 市区村あり、これらの市区村では最大で 14 部局が協力して生物多様性地域戦略を

策定していた。自然林・二次林などの面積が 40km2以上の自治体は、札幌市、いわき市、佐渡市、松本市、

静岡市などで、最大で 11 部局が協力して策定していた。自然林や二次林が多く自然豊かな自治体では、多

くの部局の業務が生物多様性地域戦略と関わることになったのかもしれない。 

 伝統・地域的知識（TLK）に関する要素を目的変数とした重回帰分析の結果から、下記のことが示唆され

た（図 3.3）。伝統知と地域知の重要性の認識は、生物多様性地域戦略の策定に影響のあった人や団体の数

と正の関係があった。これは、策定に影響のあった人や団体の中に、地域知の重要性の認識が高い人が含ま

れていたことによると考えられた。生物多様性地域戦略に活用された伝統知の多様性は、海岸を持たない自

治体の方が高かった。生物多様性地域戦略において、海や水産業に関する記載が少なかったことから、海域

生態系の保全や水産業と生物多様性地域戦略との結びつきが弱い可能性が考えられた。生物多様性地域戦略

に活用された地域知の多様性は、水田面積と畑地・果樹園などの面積と正の関係があった一方で、策定に関

与した職員の数と農業産出額とは負の関係があった。農業算出額が高くなるような集約的な農業をおこなっ

ている自治体では、地域知があまり用いられていない可能性が考えられた。 

 
 

図 3.2. 多様な主体の参加と関連した社会−生態システム枠組みにおける諸要因 
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 多様な主体の参加や伝統・地域的知識（TLK）の活用が社会−生態システムに与える影響に関する分析の結

果、下記のことが示唆された（図 3.4）。非公式な審議の場の一つである策定委員会以外の打合わせに、多

くの職員や策定委員が加わって長く審議しているうちに、参加者における地域知の重要性の認識が高まった

 

図 3.3 伝統・地域的知識（TLK）と関連した社会−生態システム枠組みにおける諸要因 

 

 
 

図 3.4 生物多様性地域戦略に基づく生態系の管理において、多様な主体の参加と伝統知・地域知の活用

がもたらす効果 
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という可能性が見られた。一方、地域知の重要性の認識がそもそも高い関係者が打合わせに加わったことに

より、長い時間の審議が行われたという可能性もある。策定のための審議において、多くの関係者間で様々

な情報が交換され、審議に参加した関係者の間で地域知の重要性が共有される機会となったのかもしれな

い。いすみ市やあきる野市など多くの自治体で、生物多様性の保全を担当する部局以外にも、農業、林業、

および教育などの部局が、生物多様性地域戦略の策定に関わっていた。複数の部局がそれぞれの取組みを持

ち寄った場合には、生物多様性地域戦略に取り上げられる取組み数が増えたと考えられた。生物多様性の保

全と利益が相反する可能性のある部局が協力することによって策定されていたとも言えるが、これは、様々

な立場の関係者が協力し学習することが環境問題に対応する上で重要だという主張（例えば、Bodin 

20176)）と整合する。 

 伝統知を生物多様性地域戦略に取り入れることは難しいものの、それでもなお取組に取り入れられた場

合には、住民の意識変化をもたらす可能性が考えられた。策定委員や自治体職員は長い話し合いや作業を通

じて地域知を学び、その結果として、住民の意識変化へつながる生物多様性地域戦略が策定された可能性が

考えられた。生物多様性地域戦略は、伝統知・地域知を再認識し、かつ学習する機会にもなり、地域知の重

要性の認識や伝統知の活用が行われることで、住民の生物多様性に関する意識変化をもたらすことができる

と考えられた。 

 

4.2．「聞き書き甲子園（森づくり編）」からの TLK の収集と分析 

1,168 人の森の名人に対する聞き取り資料から、計 405 種類の植物分類群の生態系サービス利用が確認さ

れた（図 3.5）。それぞれの植物分類群が利用されていた件数を集計すると、利用順位と利用頻度の間には

明瞭な関係が見られ、利用頻度が低い植物分類群の多様性が非常に高いことがわかった。また、植物分類群

とそれがもたらす生態系サービスの関係では、多くの名人が共通して知識を持っている植物分類群と生態系

サービスの例がある一方で、数少ない名人だけが植物資源利用の知識を保有している多数の例があることが

わかった。たとえば、ある名人一人だけに見られた植物資源利用の知識が 158 分類群・664 件見られた。ま

た、生態系サービスを支える植物分類群の多様性や組成は、生態系サービスの種類により大きく異なってお

 

図 3.5. 植物分類群とそれがもたらす生態系サービスの関係 

.

.

 

,
,

,

,

0

0

3
0

0
0

,

0 0

0

0

3 ,
3

0 , 0

,

, 0
,

,4

植物（405分類群，利用頻度のランク順）



 

53 

S15-2

り、１種の植物が最大で２２のサービ

スを支える場合もあった（図 3.6）。さ

らに、１種類の生態系サービスを支え

る多くの植物分類群の存在（冗長性）

も見られた。 

 植物分類群の多様性と生態系サービ

スの種類数の関係を分析した結果、全

体の半数の生態系サービスを支えるに

は平均して 10 分類群あれば足りる一方

で、すべての生態系サービスを支える

には、370 分類群が必要であることが示

唆された。このようなパターンは、生

態系サービスを支える植物分類群間の

高い冗長性の一方で、希少な生態系サービスを支える植物分類群が存在することを示唆している。 

 

4.3．新潟県佐渡市の海藻利用文化における TLK と伝承経路の分析 

知っている海藻の種類、食べたことがある海藻の種類、調理したことがある海藻の種類のいづれでも、生

まれ年との負の関係が見られ、海藻利用の知識は年齢が若いほど少なかった（図 3.7）。海藻を食べ始める

年齢についても調べたところ、20歳未満であることが多かった。このことから、若年層における海藻利用

が世代を追うごとに少なくなっており、いわゆる「経験の消失」が起きていることがわかった。また、経験

の消失の程度は海藻の種類によっても大きく異なっていた。海藻利用の知識がこのまま減少すれば、2050

年生まれの世代では、食べたことがある海藻の種類が２種類になることが予想される状況である。 

 海藻利用の知識の伝承経路を分析したところ、どの世代でも母親を中心とした垂直の伝承経路が優占して

おり、友達や兄弟からの水平伝達や地域の高齢者や専門家などからの斜めの伝達は多くなかった（図

3.8）。また、2000 年代生まれを境に、「母親が教えてくれた」と回答した人の割合が減少していたことか

ら、母親が海藻利用の知識を子供に教える機会が減少していることが示唆された。一方、学校やメディアな

 
図 3.6. 植物分類群の多様性と生態系サービス種類数の関係 

 

図 3.7. 食利用経験のある海藻種類数と生まれ年の関係 
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どの新しい知識伝承ツールなどもあるものの、伝承経路としての母親の役割の減少を代替するような変化は

見られなかった。経験の消失が起きている原因について、母親に代わる伝承者の不在や知識伝承ツールが十

分に発達していないことが考えられた。 

 

4.4．石川県における伝統食文化の時系列変化の分析 

 

 

図 3.8. 海藻の食利用に関する知識伝承経路の世代間変化 

⽣まれ年
（ 年代）

67678084858784838274

 

図 3.9. 過去 40 年間における伝統食を食べる機会の変化と伝統食の食材入手先の変化 
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伝統食とされる日常食５種類と行事食５種類のいづれにおいても、過去 40 年間で食べる機会が減少してい

た。その傾向は、石川県内の能登地域か加賀地域か、あるいは都市域か農山漁村地域かによって変わらず、

伝統食の文化が衰退しつつあることが示唆された（図 3.9）。伝統食に使われる 23 種類の食材の入手先

は、過去 40 年間で、自家栽培などや地域内のおすそわけは減少し、店での購入が増加していた。また、そ

の傾向は、石川県内の能登地域か加賀地域か、あるいは都市域か農山漁村地域かによって変わらなかった。

これら 23 種類の食材は、海や川でとれるもの、山でとれるもの、農地でとれるものに分かれる。食材が生

産される生態系のタイプによって食材の入手先は大きく異なっていたものの、自家栽培などや地域内のおす

そわけが減少しているという過去 40 年間の変化傾向は、食材が生産されるどの生態系タイプでも似てい

た。 

 

５．研究目標の達成状況 

地域の生態系管理における参加型管理オプションと伝統知・地域知活用の現状評価については、これまでの

研究では限られた事例を対象としたものが多かったが、生態的・社会経済的条件の異なる数多くの事例を同時に

比較評価することができた。また、生物多様性地域戦略の策定や取組の実施の比較から、多様な主体の参加や

伝統・地域知の重要性を明らかにするとともに、伝統知・地域知の時系列変化や伝承経路の変容についても評価

がなされ、生態系管理に関する環境政策この問題の主流化に関する有益な提言を行なった。以上より、当初計画

された目標および中間評価等での指摘された課題について、目標どおりの成果をあげた。 
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Ⅱ－4 流域・河川生態系における自然資本・生態系サービス評価と沿岸域へのつながり 
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国立大学法人 東京大学 

鈴木 智之 

国立大学法人 東北大学 

佐々井 崇博 

 

［要旨］ 

流域には森林、湿地、農地、都市などさまざまな土地利用が混在し、河川を通じて沿岸域に連結してい

る。流域生態系には炭素固定、食糧供給、水質・洪水調節に関連した多様な自然資本、生態系サービスがあ

り、人間社会に多くの便益をもたらしている。同時に、流域・河川から沿岸域に供給される栄養塩等の物質

は、沿岸の生物多様性、生態系サービスにさまざまな影響を及ぼしている。本サブテーマでは、流域の自然

資本や生態系サービスによる自然的価値を現地調査やモデル解析などの多角的な手法を用いて評価し、気候

変動や土地利用変化の影響を解析することを目的とした。また、流域河川における人為改変が自然資本、生

態系サービスに及ぼす影響を解明し、流域・河川生態系と沿岸域の連結性について、沿岸への物質フローが

沿岸の生態系サービスに及ぼす影響を調べることにより、森川里海の相互関係を解明することを目標とし

た。森林域では炭素貯留サービスに着目し、台風等の撹乱後における森林管理の方法により将来における森

林域での炭素収支や炭素貯留サービスが大きく変動することを示した。また、農地における肥料管理の内容

によって流域から河川への栄養塩供給が変化することを、現地における農地レベルでの詳細な窒素収支デー

タから明らかにした。河川域においては森里川海の連結性の指標となるサクラマス・カワシンジュガイの生

息や生残率の空間分布に及ぼす要因について、流域の土地利用変化や河川の物理環境、水質変化による影響

を明らかにし、下流の沿岸域での生態系モデルとの結合を行った。流域から沿岸生態系への栄養塩供給サー

ビスの変化については現地調査と生態系プロセスモデルを用いて、土地利用や気候変動が水質調整や栄養塩

供給サービスの時空間変化に及ぼす影響を評価すると共に、全国レベルでのシナリオ別の空間評価を行っ

た。これらの結果から、気候変動や土地利用変化に対する陸域生態系の自然資本および生態系サービスは大

きく変化することが示され、森林や農地における農林業活動の方法（倒木処理や施肥管理）によりその変化

の程度が異なることも明らかとなった。それらの変化による陸域から河川、沿岸への栄養塩（窒素）流出の

変化は、河川水質や土砂濃度の変動を通じて森川里海の連結性を示す生物指標（カワシンジュガイ）の生態

に影響することも解明された。流域と沿岸の結合性評価についてはサブテーマ 3-2 と緊密な協力の下に進め

られ、当初目標を十分に達成する成果を得ることができた。 
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１．研究開発目的 

人間に多様な福利をもたらす自然資本、生態系サービスは、生物多様性や生態系プロセスを基礎とし、多

種多様な生態系が独立あるいは相互依存しながら成立している。自然資本、生態系サービスが生態系間でど

のように相互関係にあるのかを理解するためには、流域単位で解析することが有用である。流域には森林、

湿地、農地、都市などの複数の土地利用が混在し、河川を通じて沿岸域に連結している。流域生態系には炭

素固定、食糧供給、水質・洪水調節に関連した多様な自然資本、生態系サービスがあり、人間社会に多くの

便益をもたらしている。同時に、流域・河川から沿岸域に供給される栄養塩等の物質は、沿岸の生物多様

性、生態系サービスにさまざまな影響を及ぼしている。しかしながら、流域から沿岸への連結性や相互関係

については、評価手法の困難さや観測データ不足のために学術的な知見が不十分である。流域－沿岸の相互

関係を適切に考慮しなければ、陸域、沿岸双方の自然資本を過小評価する可能性がある。国連ミレニアム評

価、IPBES などの国際的な取り組みにおいても、生態系間相互作用や連結性を考慮した生態系サービス評価

の重要性が指摘されている。また、変動環境下での将来予測は、国内の限られた天然資源状況下で森里川海

の連結性を活用した生態系サービスの最大化や、それを可能とする土地利用や保全管理手法を構築すること

にもつながり、社会的・経済的意義がきわめて大きい。そこで、流域・河川生態系における自然資本・生態

系サービス評価と沿岸域へのつながりを明らかにするため、以下の研究開発目的を設定した。 

 

1.1. 森林生態系の炭素貯留サービスの評価 

近年、 気候変動 が森林生態系に及ぼす影響は無視できないものとなりつつあり、気候変動に適応した森

林管理策が求められている (Gustafson et al. 2020)。気温上昇や降水量の変化は実生定着や成長、枯死な

どの樹木の生理的応答に影響を与えることで 、生育適地や森林樹木の種組成の変化を招く可能性が指摘さ

れている (Van der Putten 2012)。また、気温上昇によって枯死木や土壌の分解速度が上昇するため、森林

の炭素収支を悪化させる可能性もある(Wu et al. 2019)。森林は人為的な CO2放出量の約 1/4 を吸収するほ

どの CO2吸収源として機能しているため、森林の炭素収支の変化は大気中の CO2濃度に影響を与える (Pan 

et al. 2011)。 

自然撹乱の頻度や強度の増大 も 森林の生態系サービスの低下や生態系の変化を招く(Johnstone et al. 

2016)。森林は、これまで経験してきた撹乱レジームに対する回復力を備えているが (Turner 2010)、撹乱

頻度や強度の増大によって回復力を超えるほどのダメージが与えられると、元の森林生態系の構造や 機能

を回復できない可能性がある(Ratajczak et al. 2018）。風倒撹乱についても 、特に北西太平洋の高緯度

地域で勢力の強い台風の襲来頻度が増加すると予測されており (Murakami et al. 2012)、森林生態系への

影響は避けがたいだろう。したがって、気候変動下でも森林生態系を保全し生態系サービスを発揮させるた

めに、適切な森林管理策を検討する必要がある。 

そこで、以下の２つの目標を設けた。（１）北海道大雪山系の森林における 1954 年洞爺丸台風による森

林倒壊を題材にし、風倒が発生しなかった森林、風倒発生後、倒木を残置した森林、風倒発生後、Salvage 

Logging を行なった森林の 3 つの比較により、大規模風倒撹乱とその後の施業が北方林の地上部・地下部炭

素蓄積に及ぼす長期的な影響を明らかにする。（２）プロセスベースの森林景観シミュレーションモデル 

LANDIS-II (Scheller et al. 2007)を用いて、 気候変動と風倒後管理が森林の種組成と炭素収支に及ぼす

影響を、林分と景観の 2 スケールで解明する。 

 

1.2. 農地生態系から河川への栄養塩循環の評価  
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里と川、海に関係する大きな課題の一つは農地からの栄養素の流亡である。例えば栄養素の一つである窒

素は硝酸態窒素として河川へ流出したり、温室効果ガスである亜酸化窒素などとなり大気へ排出されたりす

る。これら環境負荷リスクを防ぐ一つの方法は、農場内で栄養素を循環させ、外に出さない経営法、いわゆ

る循環型農法を確立することである。しかし、個々の農場がどの程度の効率で循環型農法を達成しているの

かを正確に評価するには、多大な労力がかかる上、農場の経営面でのパフォーマンスが見えてしまう、など

の問題もあり、これまで本国ではそれほど研究が進んでいなかった。一方で、市町村レベルや都道府県レベ

ルでは、循環型農法が達成されていないということが示唆される研究報告も多く、個々の農家がどういった

部分でそれを達成できるのかというスケールダウンした研究が必要であった。農産業の中で、最も環境負荷

リスクが高くなりうるのは酪農産業である。酪農牛は摂取した栄養素の７～８割を排泄するため、効率の良

い家畜とは言えないが、高度化した人類の食生活を支える重要な生き物である。特に、厳しい気候故、畑作

がそれほど発展していない北海道東部などでは、牧草を人類が吸収できるタンパクや脂肪へと変化させる酪

農産業が人々を長年支えてきている。そのため、酪農産業は厳しい気候や低い土壌肥沃度といった課題があ

る地域において、森里川海生態系からサービスを得て人類が暮らす上で極めて重要である。 

一方で、先述した食の高度化により、酪農産業はより集約的に生産性を上げることを求められており、日

本の主要な酪農地帯である北海道でも、牛舎の大型化や個々の酪農家が法人化することによる集約的経営が

発達してきている。特に TMR センターと呼ばれる濃厚飼料と自給飼料管理を集約的に行う施設を中心とした

酪農経営形態が近年発展しており、このセンターにより酪農家は搾乳に集中出来、施肥管理や収穫など土地

管理をセンターが行うという分業制が敷かれているシステムができつつある。この TMR センターが、どの程

度循環型農法を達成できているのかを調べる研究はこれまでほとんど無いが、農家からの聞き取りなどで

は、TMR センターに所属することで、搾乳に集中でき、増産が可能となったという結果も出ており、新たな

酪農産業に関わる課題が生まれる懸念がある。一方で、経営面で問題があった農家も TMR センターの設立に

より安定化するという利点もあり、本研究全体のテーマである森里川海により地方が経済的にも安定するこ

とと、環境負荷を低減することのバランスを取る意味で、TMR センターを対象に循環型農法の達成度を研究

する必要があった。 

そこで、北海道内の 2 件の TMR センターを対象に、主に聞き取り調査や伝票の解析などを通じて、栄養素

の循環について調べる研究を行った。特に、窒素について検証し、その収支を明らかにすることを目的とし

た。 

また、農業生態系から水域へと流亡する反応態窒素を抑制する意味で、川岸の森林生態系は重要な意味を

持つ。川岸土壌は高い地下水面を有している、氾濫源となっている、などの理由で、水分量が高いため、還

元的な環境を好む微生物群が生育していると考えられる。そのため、反応態窒素、特に硝酸態窒素の還元が

進み、一酸化窒素ガスや窒素ガスなどとして窒素がガス化する可能性が高い。そのため、酪農地帯を流れ、

最終的に重要な漁業地域である厚岸湾へと流れ込む別寒辺牛川の川岸域において、多地点で土壌を採取し、

その脱窒活性と微生物群に関する調査を行った。そのことで、別寒辺牛川のどの場所で脱窒活性が高いの

か、またその理由となる微生物群は何なのかを評価することを目的とした。 

 

1.3. 河川生態系の自然資本・生態系サービスと生物指標 

高い水質浄化機能を有するカワシンジュガイ属（カワシンジュガイ Margaritifera laevis、コガタカワ

シンジュガイ M. togakushiensis）は、川と海を行き来する遡河回遊魚が生活史の一時期に宿主となる。そ

のため、カワシンジュガイ属は河川および沿岸域のつながりの指標となり、水質浄化等の生態系サービスを

担う重要な生物といえる。本研究では、カワシンジュガイ属が提供する生態系サービスの維持・向上を目的
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とし、道内でのカワシンジュガイの再生産状況とその規定要因を明らかにすることを目的とした。尚、コガ

タカワシンジュガイの再生産規定機構の解明については、サブテーマ 3-2 と協力しており、その報告を参照

されたい。また、生活史の完結に欠かせない宿主魚類（カワシンジュガイ：サクラマス Oncorhynchus 

masou、コガタカワシンジュガイ：アメマス Salvelinus leucomaenis leucomaenis）の密度規定要因につい

ても検証することを目的とした。 

 

1.4. 陸域の自然資本・生態系サービス、沿岸域への連結性に及ぼす影響の予測 

自然資本・生態系サービスは多種多様な生態系が独立あるいは相互依存しながら成立している。流域には森

林、湿地、農地、都市などの複数の土地利用が混在し、河川を通じて沿岸域に連結しているため、自然資

本・生態系サービスの生態系間の相互関係は流域単位で解析することが有用である。流域生態系は炭素固

定、食糧供給、水質・洪水調節などの自然資本・生態系サービスを通じて流域社会に多くの便益をもたらす

と同時に、栄養塩等の供給を通して沿岸の生物多様性や生態系サービスにも影響している。しかしながら、

流域から沿岸への連結性や相互関係については、評価手法の困難さや観測データ不足のために学術的な知見

が不十分である。そこで本研究では、以下の目的を掲げた。拠点地域における将来の気候変動・土地利用変

化が流域から河川・沿岸への栄養塩溶脱量に及ぼす影響を予測し、将来の気候変動・土地利用変化による栄

養塩溶脱量の変化が河川および沿岸の自然資本・生態系サービス（河川ではカワシンジュガイの生残率、沿

岸では植物プランクトンと二枚貝の生産性）に及ぼす影響を予測することを目的とした。さらに、全国スケ

ールにおいて将来の土地利用変化が流域から沿岸域への栄養塩流出量に及ぼす影響を予測することを目的と

した。なお、沿岸生態系への影響予測の詳細についてはサブテーマ 3-2 を参照されたい。 

 

２．研究目標 

気候変動および土地利用変動の影響下における流域・河川生態系の自然資本・生態系サービスの実態を明

らかにし、人為改変による影響評価や、テーマ１で開発された複数の将来シナリオを考慮に入れた予測を行

う。テーマ３と共同で流域・河川生態系と沿岸域の連結性について、生物指標や栄養塩循環の観点から森里

川海のつながりを明らかにする。 

 

３．研究開発内容 

3.1. 森林生態系の炭素貯留サービスの評価 

（１）大規模風倒撹乱とその後の施業が北方林の炭素蓄積に与える長期的影響 

調査は、北海道上川町、上士幌町、置戸町に位置する国有林で行った。この地域は、洞爺丸台風（1954

年台風 15 号, Marie）による大規模な森林風害を経験している(玉手ら 1977)。倒壊した森林では、数年の

間にチェーンソーや馬、スキッダーなどを用いて Salvage Logging（風倒木の伐採・搬出）が行われた。風

倒撹乱の有無、および風倒後の Salvage logging の有無による差異を明らかにするため、 3種類の調査地

（処理区）を設け（(1)老齢林 (OG)、 (2) 1954 年洞爺丸台風で風倒が発生し、その後倒木を残置した林分 

(WT)、(3) 1954 年洞爺丸台風で風倒が発生し、Salvage Logging を行なった林分 (WT +SL)、毎木調査、倒

木調査、土壌調査、炭素分析を行った。 

（２）気候変動と風倒後の管理が北方林の種組成と炭素収支に及ぼす影響の予測 

北海道富良野市に位置する東京大学北海道演習林東半分の森林域（12,169 ha）を LANDIS-II によるシミ

ュレーション対象とした。①木本と草本の競争関係、②倒木上更新の 2つのプロセスを LANDIS-II NECN 

succession v6.3 に追加した。本研究では、風倒レジームシナリオ (4)、気候シナリオ (3)、風倒後管理シ
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ナリオ (3)の総当たり、合計 36 シナリオについて評価した。また、種子散布や定着、風倒箇所の選択では

不確実性を伴うため、各シナリオについて 3回反復を行なった。シミュレーション期間は 2015-2130 年の

115 年間とした。また、風倒後管理に関わるライフサイクルアセスメント(LCA)も行い、炭素収支を最大化

できる風倒後管理を検討した。 

 

3.2. 農地生態系から河川への栄養塩循環の評価 

酪農産業の新しい経営形態である TMR センターの栄養素循環について検証するために、北海道内の 2カ所

の TMR センターを対象に聞き取り調査を行った。個人情報を含むため、ここではこの二件を TMRa、TMRb と

呼ぶ。右図が二つの TMR センターの基礎情報であるが、TMRa は 20 件の酪農家が集まっているのに対し、

TMRb は 4 件であり、センターのスケールは大きく異なる。また、土地面積あたりの酪農牛数（Stocking 

rate）も TMRa が大きく上回っており、TMRa はより集約的に管理された酪農場であることがわかる。 

聞き取り調査の内容としては、窒素の収支や循環に関する数値を得ることを目的に、窒素の投入量とし

て、輸入飼料、肥料、敷料、牛、また窒素の持ち出し量として、生乳、自給飼料、牛、糞尿、に関する情報

を得た。さらに、堆肥やスラリーといった異なる形態で保存され散布される糞尿についての情報を得ること

ができた。一年間（2019 年 1月～12 月）のデータを合算し、それぞれの TMR センターを比較するために単

面積あたりの窒素量（kg N/ha）として数値化した。 

 川岸域において、脱窒能やそれに関わる土壌微生物コミュニティ構造のばらつきを解析するために、別寒

辺牛川流域の 15 カ所から土壌を採取した。その土壌に関して、水分量、密度、pH を評価し、さらに微生物

群集構造を土壌 DNA 中のバクテリア由来 16S rRNA を解析し調べた。また、土壌の脱窒活性に関しては、土

壌を嫌気下（100%窒素ガスもしくは 90%窒素ガス＋10%C2H2）で密閉培養し、培養の前後（2時間）で増減す

る一酸化二窒素ガス濃度を調査する方法で調べた。二種類のガスを用いることで完全脱窒（一酸化窒素ガス

を窒素ガスまで還元する反応）と不完全脱窒を行う反応のバランスを評価した。 

 

3.3. 河川生態系の自然資本・生態系サービスと生物指標 

カワシンジュガイの再生産状況および再生産規定要因を明らかにするため、保護水面河川を含む道内の

10 のサテライト流域に計 26 の調査地点を設け、生物および非生物要因の調査を行った。稚貝は 10 歳以下

の個体と定義し、稚貝割合（稚貝数/全個体数）を再生産の程度を示す指標として算出した。採捕した一部

の個体から殻長-年齢関係式を各地域（道央、道北、道東）で作成することで、全採集個体の年齢を推定し

た。また、コガタカワシンジュガイとの種判別はサブテーマ 3-2 で三浦らが作成した判別式を使用した

（Miura et al. 2019）。再生産規定要因の解析には一般化線形混合モデル（GLMMs）を用い、規定要因とし

て、水深、夏季最高水温、細粒土砂割合（粒径 0.042～0.25mm）、宿主（サクラマス）密度、およびそれら

の二乗項を採用した。尚、宿主密度は“天塩魚類生息環境に関する専門会議”および“さけ・ます内水面水

産試験場”からデータ提供を受けた。 

 宿主魚類の密度規定要因を明らかにするため、拠点流域（別寒辺牛川）を含む道東の 11の流域に計 42の

調査地点を設け、魚類および環境要因の調査を行った（Ishiyama et al. 2020）。魚類採捕には電気ショッ

カーを用い、2回採捕での総採捕個体数をサクラマスとアメマスについて記録した。解析には構造方程式モ

デリング（SEM）を用い、景観スケール要因-局所環境要因-宿主密度の関係性を評価した。景観スケール要

因として、流域サイズ、土地利用（流域内の農地率）、地質（調査地点を中心とした直径 1km 圏内の火山岩

率）、河川勾配を用いた。局所環境要因には、電気伝導度、河床材料の大きさ、電気伝導度と河床材料の大

きさの交互作用、生息場の複雑性を用いた。電気伝導度は富栄養化の指標として用い、その値が高いほど全
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窒素濃度（r = 0.86）および全リン濃度（r = 0.51）が高いことを示す。また、生息場の複雑性は各調査区

の水深、流速および河床材料の大きさの変動係数を主成分で 1 軸に統合したものであり、その値が高いほど

各変動係数が高いことを示す（水深：r = 0.75、流速：r = 0.84、河床材料：r = 0.78）。 

 

3.4. 陸域の自然資本・生態系サービス、沿岸域への連結性に及ぼす影響の予測 

拠点地域は北海道東部に位置する別寒辺牛川流域とした。サブテーマ１(2)が作成した人口分布の将来シ

ナリオを基にして、別寒辺牛川流域の土地利用変化の将来シナリオを設定した。将来の自然資本の利用に関

して、人工資本活用シナリオでは森林伐採量が減少し耕作放棄地は増加する一方、自然資本活用シナリオで

は森林伐採量が増加し耕作放棄地が減少するように設定した。流域内での人口分布の分散と集中（コンパク

ト）の違いは耕作放棄地の場所に反映させた。現状の土地利用変化のトレンドが継続する BAU シナリオと合

わせて計５つの土地利用変化シナリオを設定した。気候データは気候変動に対して政策的緩和策が取られな

いシナリオ（IPCC RCP8.5 シナリオ）の予測値を別寒辺牛川流域用に補正したものを使用した。これらの

シナリオを生態系プロセスモデル（LANDIS-II）に与えることで 2015 年から 2050 年にかけての気候と土地

利用の変化に対する流域の植生と窒素動態の応答をシミュレーションした（サブテーマ 1(2)と協働）。ま

た、上述のシミュレーションによって得られた流域からの窒素溶脱量の予測値と森里川海連結性の生物指標

であるコガタカワシンジュガイの稚貝の生残率推定モデル（サブテーマ 3-2 を参照）を組み合わせて将来気

候と土地利用分布下におけるコガタカワシンジュガイの生残率を予測した。 

さらに、全国スケールにおいて将来の土地利用変化が流域から沿岸域への栄養塩流出量に及ぼす影響を

予測するため、公開されている全国の一級河川と浄水場の水質データから機械学習により、全国スケールで

の土地利用変化シナリオ別の河川水の窒素濃度分布を推定した。そして、PANCES の土地利用シナリオに基

づいて将来の窒素濃度分布を予測し、集水域から沿岸への窒素流出濃度を推定した（サブテーマ 2(1)，

2(2)と共同）。 

 

４．結果及び考察 

4.1. 森林生態系の炭素貯留サービスの

評価 

（１）大規模風倒撹乱とその後の施業

が北方林の炭素蓄積に与える長期的影

響 

風倒後の森林管理が、森林の各炭素

蓄積に与える影響を図 4.１に示す。森

林全体・生立木・枯死木・鉱質土層で

は、処理区間で有意差はなかったが、

腐朽度の高い枯死木・O層の炭素蓄積

は、WT＋SL は WT より低かった。風倒後

の倒木搬出から半世紀以上経過しても

森林全体の炭素蓄積は回復途上である

ことが明らかになった(Hotta et al. 

2020)。 

 

図 4.1. 風倒後管理と森林の炭素蓄積 (堀田ら、第 130 回日本森

林学会大会 P1-125 より) 
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（２）気候変動と風倒後の管理が北方林の種組成と炭素収支に及ぼす影響の予測 

 風倒前 (Year 14) の種組成と、風倒後 (Year 115) の種組成の予測結果を図 4.2 に示す。掻き起こし 

(SLSC) をすると前生稚樹が破壊され、遷移初期種であるカンバ属主体の森林が形成されたが、高温環境下

ではより温帯性のミズナラが優占した。倒木搬出(SL)すると倒木依存種(エゾマツ)の更新場所が失われるた

め、2 度目の風倒後にはエゾマツが更新しなかった。さらに、気温上昇や風倒後管理の影響を受けた稚樹層

が風倒を機に上層木へと成長するため、風倒頻度・強度が増大するほど景観全体の種組成への影響が大きく

なった。本研究から、風倒後管理による風倒レガシーの除去は、気候変動による種組成変化を助長すること

が示唆された。 

LCA で推定した CO2排出量を含めた炭素収支を図 4.3 に示す。風倒頻度や強度が増大すると、景観の純生

態系生産量(NEP)は SL, SLSC, WT の順で大きくなった。倒木残置によるその後の純一次生産量回復の速さよ

りも、枯死木の増加による従属栄養呼吸量の増加分が大きかったため WT で NEP が最小となった。LCA を含

 

図 4.2. 風倒レジーム、気候、風倒後管理が森林の樹木の種組成に与える影響 

 
図 4.3. LCA で推定した CO2排出量を含めた炭素収支（NDBC：伐採、輸送、製

材工程、廃棄による CO2排出量を含む森林セクター全体の炭素収支） 
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めた炭素収支の指標、Net Forest-sector Carbon Balance(NFCB)のシミュレーション全期間の累積値は WT

で最大となり、SL, SLSC では温暖な気候下で風倒頻度・強度が増大した場合には負の値(正味 CO2を放出)を

示した。本研究から、気候変動下で炭素収支を最大化できる風倒後管理は倒木残置であることが示唆され

た。 

 

4.2．農地生態系から河川への栄養塩循環の評価 

営農方法が異なる２つの TMR センターの比較（図 4.4）から、TMRa では、化学肥料に加えて堆肥、スラリ

ーとして大量の窒素が投入されていることがわかった。自給飼料として TMRa では牧草とデントコーンが用

いられているが、これらが土壌から吸収する窒素量は 129 kg/ha である一方で、化学肥料と堆肥として 400 

kg N/ha 近く投入されており、土壌への窒素蓄積や周辺環境への流出が懸念される（Toda ら、2020）。一方

で、TMRb では、自給飼料の窒素吸収量と、堆肥や化学肥料としての窒素投入量のバランスが取れており、

環境負荷リスクに関してはリスクが少ないと考察した。しかし、土地面積あたりの生乳生産量は TMRa の四

分の一以下であり、経営面で持続性を評価した場合リスクが高くなる場合もある。 

 

図 4.4．二つの TMR センターにおける窒素の循環を簡易的に示した図。それぞれの農場図の左側矢印

で堆肥（Manure）や化学肥料（Chem-fertilizer）の持ち込みが示され、図の右側で牛（子牛販売や死

亡牛など、Cow）や生乳（Milk）としての持ち出しが示されている。下向きに示された矢印は持ち込ま

れた輸入飼料である。単位は kg/ha/year。 

 

図 4.5．酪農場における栄養素循環 
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TMRa、TMRb は、気候や土壌、土地価格などで大きな違いがあり、そのような背景がこれらの違いを生ん

だと考えられる。TMRa はデントコーンを自給飼料生産の中心に据えることができる気候を有しているが、

土地価格は非常に高く、単位面積あたりの収量を最大化する必要があり、地元農協はさらなる増産を目指し

ている。一方で、TMRb はデントコーンが育たない地域に位置しており、経営者も必ずしも増産を目指すの

ではなく、地方の活性化（離農の防止）なども背景に TMR 化を進めてきたと述べており、経営面での優先度

が栄養素循環の健全度と大きく関わっていることがわかった。 

今後の課題や研究の発展性に関して、一つは、本研究ではデータの精度が大きな問題であった。堆肥に関

わる部分では、散布量やタイミングが正確に記録されていない（トラック何台分など）、散布場所について

もはっきりしないという場合が多く、これらを記録する文化を根付かせることが極めて重要である。研究の

方向性としては、記録の自動化や、記録した数値を分かりやすい形で農家に還元することに関わる部分での

発展が求められている。さらに、酪農場全体での栄養素バランスを考えた場合、土壌微生物性に関わる部分

の考察が不可欠である。例えばアンモニア態窒素がどれほどの速度で硝酸態窒素となるのか（硝化能）、硝

酸態窒素のガス化（脱窒）などは微生物プロセスであり、これらの測定値に関する情報を農家からの聞き取

り調査と連動させる必要がある(図 4.5)。 

 また、ヨーロッパなどでは、この窒素収支の数値データを用いて制限を設けるなど政策的な動きが盛ん

であるが、日本では、法的に環境負荷を管理するシステムやそれをサポートするエビデンスがまだ乏しい。

さらに農家レベルで環境負荷を定量したり低減に向けてアドバイスを行ったりするシステムも少ない。先述

した通り、本国において、酪農産業が発展する理由は様々であり、ヨーロッパやオセアニアのように、ある

程度経営形態が似通った産業として酪農産業が発展していないことも、一律の数値的制限や基準が設けにく

い背景となっている。 

 これらの研究結果から、段階的に本国の酪農産業由来環境負荷を低減していくためには、１）集約化が進

む一部の TMR センター向けには環境基準を設け、それを満たすことで生乳買取価格などのメリットが得られ

るようにすること、２）広域に土地を利用し、土地面積あたりの生産性は低くても、その地域の過疎化防止

に貢献するなどの多面的メリットを生み出している酪農家に対しても何らかの保障があること、などが解決

法として考えられる。 

河畔域における土壌微生物群集の調査（図 4.6）から、脱窒ポテンシャルは川岸域において大きく変動し

（0～8000 ng N2O-N/g/h）、同じ流域においても場所によって大きく異なることが明らかとなった。その理

 
図 4.6. 別寒辺牛川流域における河畔土壌に生息する土壌微生物群集構造の調査 

N06（左図中央部上）、W15（左図中央部下）などで局所的に高い脱窒能が示され、嫌気菌である

Methanobacteriaceae や硝化菌の Nitrososphaeraceae の相対的量が高い 
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由として、微生物コミュニティ構造を調べたところ、局所的に嫌気的な微生物である Methanobacteriaceae

や硝化菌である Nitrososphaeraceae の相対的量が増えている場所があり、そのことが脱窒能の高さと関連

している可能性が示唆された。これら局所的に脱窒能が高い場所は、採取時の土壌水分量も高い傾向があっ

たため、地下水面の高さや周期的に氾濫源となることなどが、脱窒能が高い微生物群集の形成を促している

ことが示唆された。 

 

4.3．河川生態系の自然資本・生態系サービスと生物指標  

道央、道北、道東地域での稚貝の最大サイズ

（10歳）は、17.0 mm、49.8 mm、28.6 mm であっ

た（図 4.7）。全調査流域の平均稚貝割合は 0.14

であり、3流域・5 地点では稚貝が捕獲されなかっ

た。宿主であるサクラマスの平均生息密度は 0.24 

n/m2 であった。解析の結果、カワシンジュガイの

稚貝割合には宿主密度が強く影響しており、上に

凸の関係を示した（図 4.7）。宿主は本種が底生生

活を送る前の幼生期に成長する上で不可欠であ

る。宿主密度の低下は寄生機会の減少を介して、

カワシンジュガイの再生産に負の影響を与えてい

たのだろう。ただし、宿主密度が高い一部の調査

地点では稚貝割合が低い傾向にあった（図 4.8）。

 
図 4.8. サテライト流域でのカワシンジュガイの稚貝

割合と宿主密度の関係。 

 

 

図 4.7. サテライト流域でのカワシンジュガイの殻長頻度分布。黒色のバーが稚貝（10 歳

以下）、灰色が成貝を表している。 
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サケ科魚類は極めて高密度になると種内競争の激化等によってコンディション（例：成長率、体重）が低下

することがあり（Jenkins et al. 1999）、二枚貝幼生はコンディションが低い宿主に寄生した場合、寄生

期間中の成長率が低下することが知られている。宿主密度が極めて高い河川では、宿主のコンディションの

低下が幼生の成長率低下を介して、再生産に負の影響を与えていたのかもしれない。この結果は、淡水二枚

貝が有する生態系サービスの保全には、宿主魚類の保全が特に重要であることを示唆している。 

 SEM により景観スケール要因-局所環境要因-宿主密度の関係性を評価した結果、サクラマスとアメマス間

で密度規定要因は異なっていた（図 4.9）。景観スケール要因-局所環境要因間の関係に着目すると、流域

の農地率が高いほど富栄養化が進むこと（全窒素・全リン濃度の上昇）、調査地点周辺の火山岩率が高いほ

ど河床材料のサイズが大きくなること、また河川勾配が大きいほど河床材料のサイズおよび生息場の複雑性

が大きくなることが明らかとなった。カワシンジュガイの宿主であるサクラマスの密度は、富栄養化指標と

河床材料およびその交互作用に直接的な影響を受けており、富栄養化によるサクラマスの密度への負の影響

は河床材料サイズの大きな河川ほど顕著であった（図 10）。ヨーロッパの河川では 1 mg/L NH4 がサケ科

魚類の生存を保証する水質基準として用いられているが (EIFAC 1973)、道東の調査河川はその値を大きく

下回っていたことから（0.029–0.123 mg/L）、我々が得

た富栄養化によるサクラマスの生息密度低下は、富栄養

化による直接的な死亡率増加が要因とは考えづらい。お

そらく、富栄養化による好適な餌資源の低下を通じた成

長率の低下等がその要因だろう（Ishiyama et al. 

2020）。アメマスの密度は流域面積と生息場の複雑性に

規定されており、流域面積が小さいほど、また生息場の

複雑性が高いほど、密度が高くなることが示された。 

 上記のように、拠点流域の土地利用の影響はカワシン

ジュガイ属の宿主の内、サクラマスでのみ認められた。

また、魚類調査の結果、道東地域でのサクラマスおよび

アメマスの平均生息密度はそれぞれ、0.05 n/m2 と 0.11 

n/m2 であった。特に、サクラマスの密度は、前述したカ

ワシンジュガイの再生産が広く確認されたサテライト流

域の密度（平均：0.24 n/m2）を大きく下回っていた。

 
図 4.9. 道東地域での宿主魚類の生息密度規定要因：a) サクラマス、b) アメマス。パスの太さは影

響度の強さ、*は各パスの統計的な有意性を示す（∗p < 0.1, ∗∗p < 0.05, ∗∗∗p < 0.01）。黒色のパ

スは正の影響、灰色のパスは負の影響を示す。 

 

図 4.10. 道東地域でのサクラマスの密度と富栄養

化（電気伝導度）および河床材料サイズの関係。

富栄養化によるサクラマスへの負の影響は河床材

料サイズの大きな河川で明瞭になる。 
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これらの結果は、サブテーマ 3-2 で三浦らが報告している「拠点流域でのカワシンジュガイの再生産成功率

の低さ」が、宿主の減少によって生じている可能性を示唆しており、前述のサテライト流域での結果とも一

致する。SEM による景観スケール要因-局所環境要因-宿主密度の評価結果に基づくと、宿主のサクラマスの

密度を回復させるには、河川水の栄養塩濃度を高める流域の農地率を減少させることが必要となる。ただ

し、現状の流域内の農地を広く森林に再転換することは容易ではない。そのため、河川への栄養塩の流出抑

制に対して特に効果的（栄養塩の供給源の減少、栄養塩のフィルタリング）だと考えられる「河畔林の再

生」を優先的に実施することが解決策として挙げられる。人口減少に伴い、北海道内でも耕作放棄地が増加

していることから（Kobayashi et al. 2020）、そうした流域内の未利用地を森林に再転換いていくこと

も、農業生産と河川生態系サービスの保全を両立する流域管理の一つ選択肢と言えるだろう。また、河床材

料サイズの大きな河川ほど富栄養化度とサクラマス密度の関係が明瞭であったことから（図 9、10）、大き

な河床材料を有する火山岩率の高い場所で森林再生をすることで、宿主保全の効果がより高まると考えられ

る。 

 

4.4．陸域の自然資本・生態系サービス、沿岸域への連結性に及ぼす影響の予測 

（1）気候変動・土地利用変化が流域から河川・沿岸への栄養塩溶脱量に及ぼす影響 

北海道東部に位置する別寒辺牛川流域におけるプロセスモデル（LANDIS-II モデル：Haga et al. 

2019）を用いたシミュレーションの結果、地球温暖化が最も進行する気候条件（IPCC-RCP8.5 シナリオ）で

は、将来における流域からの窒素溶脱量が増加するという結果が得られた（図 11）。また、４つの土地利

用変化シナリオでの窒素溶脱量は、現在の土地利用変化トレンドが続く BAU シナリオと比べて増加すること

が示された（図 11）。これらの結果から将来の気候変動と人口分布および自然資本の活用形態による土地

利用の変化は流域からの窒素溶脱量に影響することが示唆された。また、これらの結果から将来の気候変動

と人口分布および自然資本の活用形態による土地利用の変化は流域からの窒素溶脱量に影響することが示唆

された。この結果を用いて、サブテーマ 3-2 との共同により土地利用変化による流域生態系からの栄養塩流

出の変化が沿岸域における生物生産、食物網、ハビタットに及ぼす影響を解析した（サブテーマ 3-2 の報告

書を参照されたい）。 

 
図 4.11. A. シミュレーション開始時（2015 年）の別寒辺牛川流域の土地利用分布と PANCES シナリ

オに対応した将来（2050 年）の土地利用分布。B. 各シナリオにおける流域からの硝酸態窒素（NO3－）

溶脱量。 
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（２）気候変動・土地利用変化による栄

養塩溶脱量の変化が森川里海を繋ぐ生物

指標へ及ぼす影響 

上記で報告したように北海道東部地域に

おいて、コガタカワシンジュガイは森川

里海を繋ぐ生物指標として重要である。

現地におけるコガタカワシンジュガイの

生育調査及び環境計測（河川水質、土砂

濃度）、プロセスモデルを用いた流域か

らの栄養塩流出シミュレーションの結果

を統合して、流域からの土砂および栄養

塩変化に対するコガタカワシンジュガイ

の生残率を予測した。 

2050 年時点でのコガタカワシンジュガイの稚貝生残率は、河川の懸濁細粒土砂濃度が低い場合は 30%以上

と予測されたのに対して濃度が高い場合は 5%以下にまで大きく減少すると予測された（図 4.12）。土地利

用変化シナリオの違いも河川への窒素溶脱量の違いを介して稚貝生残率の違いを生み出し、BAU シナリオ下

で最も生残率が高いと予測された（図 4.12）。これらの結果から流域からの栄養塩流出や土砂流出、河川

構造の変化は、森川里海の連結性を示す生物指標であるコガタカワシンジュガイの再生産に強く影響するこ

とが示された。 

 

（３）全国スケールでの将来の土地

利用変化が流域から沿岸域への栄養

塩流出量に及ぼす影響 

陸域と沿岸域の連結性について全

国スケールでの評価をするために、

サブテーマ 2-1、2-2 と協力して、

土地利用変化による全国の河川水質

の変化を予測した。全国における一

級河川水質、浄水場水質の公開デー

タを用いて機械学習モデルにより河

川水質の全国マップを作成した。テ

ーマ１が作成した４つの PACES 土地

シナリオに伴う河川水の硝酸態窒素

（および亜硝酸態窒素）濃度の変化

をシミュレートした（図 4.13）。人

工資本・コンパクトシナリオにおい

て濃度上昇が最も高くなることが示

され、全国スケールの空間分布にお

いても陸域の土地利用変化は沿岸域

 
図 4.13. 土地利用シナリオ別の全国の河川水に含まれる硝酸態窒素濃

度の分布（BAU との濃度差） 

 
図 4.12. 2050 年におけるシナリオ別・懸濁細粒土砂濃度別のコガ

タカワシンジュガイの生残率。 

AC：人工資本コンパクト、AD：人工資本分散、BAU：Business as 

usual、NC：自然資本コンパクト、ND：自然資本分散 
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への栄養塩供給へ無視できない影響を及ぼすことが示唆された。サブテーマ 3-2 では、この結果を用いて全

国の沿岸域のハビタットや生物生産へ及ぼす影響を解析した（詳細はサブテーマ 3-2 の報告を参照された

い） 

 

５．研究目標の達成状況 

目標通り、気候変動・土地利用変動下における陸域生態系の自然資本・生態系サービスの変化を明らかにし

た。また、陸域と沿岸の相互作用に関する生物指標を開発し、連結性の評価や人為改変の影響を解析した点は、

他のテーマとの効率的な連携に基づく、これまでにない新しいアプローチである。さらに、全国レベルでの陸域‐

海域の相互作用に関しては、当初予定されていなかった成果であり、目標を上回る成果と言える。 
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26) 長根美和子：生物地球化学研究会長崎セッション、2019 年 12 月、長崎市（国内）、北海道東部のミズナラ・トド

マツ林における亜酸化窒素フラックスと環境要因の関連性 

27) 井上貴央・柴田英昭・芳賀智宏・松井孝典：第 131 回日本森林学会大会、2020 年 3 月、名古屋市（国内）、

LANDIS-II を用いた北海道東部の森林における生態系機能のモデリング 

28) Morimoto, J., Aiba, M., Furukawa, F., Mishima, Y., Terada, F., Yoshimura, N., Nayak, S., Takemi, T.: 

Wind & Trees, 2020 年 2 月, Rotorua, New Zealand (国外) ，Assessment of windthrow risk by 

successive typhoons with heavy rain in northern Japan. 

29) Sugiura, M., Morimoto, J., Nakamura, F.: Wind & Trees, 2020 年 2 月, Rotorua, New Zealand (国外) ，

The effects of salvage logging and deer browsing activity on post-windthrow forest restoration: Results 

from a 15-year monitoring program in northern Japan. 

 

（３）「国民との科学・技術対話」の実施 

【サブテーマ１】 

1) 中静透: グリーンレジリエンスシンポジウム（主催：一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会、

2016年5月12日、砂防会館別館、聴講者約400名）にて基調講演 

2) 中静透: 日本学術会議公開シンポジウム「森林科学の未来を語る(その２)気候変動と森林生態系の持続

性」（主催：日本学術会議農学委員会林学分科会、2016年7月27日、日本学術会議講堂、聴講者約100

名）にて講演 

3) 中静透: 日本学術会議公開シンポジウム「生態系サービスと農業生産」（主催：日本学術会議農学委員

会植物保護科学分科会他、2016年12月3日、東京大学農学部２号館化学第一教室、聴講者約50名）にて

講演 

4) 中静透:第７回低炭素まちづくりフォーラムin埼玉「さいたまの生物多様性のいまを考える」（主催：低

炭素まちづくりフォーラムin埼玉実行委員会、2016年12月10日、埼玉大学全学講義棟１号館、聴講者

約100名）にて基調講演 

5) 中静透:第69回地球研セミナー「生物多様性の問題を社会に根づかせる」（主催：総合地球環境学研究

所、2017年1月24日、京都教育文化センター・ホール、聴講者約200名）にて講演 

6) 中静透：平成28年度生物多様性シンポジウム「みやぎの山と私たちの暮らし」（主催：仙台市、2017

年1月30日、ホテル白萩、聴講者約100名）にて講演 

7) 中静透: 企業と生物多様性に関するシンポジウム「企業が語るいきものがたりPart10」（主催：三井住

友海上火災保険株式会社、2017年3月7日、聴講者約200名）にて講演 
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8) 中静透: 国際シンポジウム「Biodiversity and sustainability –Linking People and Nature」（主催：UNU-

IAS、東京大学サステイナビリティ学連携研究機構、2017年3月12日、国際連合大学ウ・タント国際会

議場、聴講者約100名）にて講演 

9) 中静透：あいち環境塾（主催：愛知県、（公財）名古屋産業科学研究所）における講義「生物多様性と

生態系サービス」（2017年8月5日、聴講者約20名） 

10) 中静透：平成29年度環境教育講座（主催：新潟県立教育センター、2017年8月29日、ビュー福島潟）に

て新潟県内学校教諭8名へ講義 

11) 中静透：秋田県立秋田南高等学校における特別授業「白神山地のブナ林はなぜ大切か」（2017年8月31

日、1〜3年生「生物」選択者が対象） 

12) 中静透：一般公開シンポジウム「自然と人間との関わり方を追求する」（主催：東洋大学国際哲学研究

センター、2017年12月24日、東洋大学白山キャンパス125記念ホール、聴講者約100名）にて講演 

13) 中静透: 一般公開シンポジウム「和歌山県の人と自然をつなぐシンポジウム〜学び活かそう自然の力

〜」（主催：和歌山県、2018年1月8日、和歌山市県民文化会館、聴講者約50名）にて講演 

14) 中静透: 平成29年度宮城県生物多様性フォーラム「身近な自然の恵みを考えよう～薬と毒と生物多様性

～」（主催：宮城県、2018年1月14日、ホテル白萩、聴講者約100名）にて講演 

15) 中静透：地球環境と持続可能性. CDP2018 大阪ワークショップ (2018.04, 大阪市) 

16) 中静透：生物多様性総合評価（JBO）におけるレッドリスト評価. 生物多様性基本法制定10周年記念シ

ンポジウム―レッドリストと主の保存― (2018.06, 東京) 

17) 饗庭正寛:文化的生態系サービス供給メカニズムの解明にむけて. サステイナビリティ・サイエンス・コ

ンソーシアム研究集会(2018. 06, 葉山) 

18) 中静透：生物多様性と生態系サービス. あいち環境塾 (2018.09, 名古屋市) 

19) 中静透：森ってうごいてるんだよ. 白神山地ブナ林モニタリング調査20周年記念シンポジウム「みんな

で見守る白神山地」 (2018.10, 秋田県藤里町) 

20) 中静透：Evaluating ecosystem services provided by rural areas to cities. International Workshop 

"Bioeconomy-changing rural landscapes for sustainable economic development" (2018.11, 神戸市) 

21) 中静透：海と田んぼからのグリーン復興を振り返る. シンポジウム「自然資本を活かした防災と震災復

興」 (2018.12, 仙台市) 

22) 中静透：白神山地の100年モニタリング. 自然保護助成基金第３期提携助成中間報告会 （2018.12, 東

京） 

23) 中静透：森林コモディティをめぐる状況. CDPフォレスト質問書日本報告会2018（2019.04, 南三陸

町） 

24) 中静透：生物多様性と企業をつなげるか？森林総研生物多様性セミナー（2019.04, つくば市） 

25) 中静透：森里海の恵みを科学する. 新潟大学佐渡自然共生科学センター開所記念シンポジウム「地域と

ともにつくりあげる「自然共生科学拠点」を目指して」（2019.06, 佐渡市） 

26) 中静透：自然をとらえ、その役割を評価する. 日本生命財団総説40周年記念特別シンポジウム「人と自

然が織りなす持続可能な未来―環境学からの提言」（2019.06, 東京） 

27) 中静透：大台ケ原ブナ林の変化を読み解く. フィールドシンポジウム「大台ケ原の森は甦るのか －長

期モニタリングから森と鹿の生態系保全を考える」（2019.08, 大台ケ原） 

28) 中静透：植物を用いて来るべき次の災害に備える. 日本植物学会第83回大会公開講演会「復興：植物科

学による環境の再生」（2019.09, 仙台市） 
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29) 中静透：生物多様性と生態系サービス. 2019年度あいち環境塾（2019.09, 名古屋市） 

30) 中静透：毎日の暮らしと生物多様性. 生物多様性講演会と自然観察会（2019.09, 柏崎市） 

31) 中静透：金華山の森との対話. 日本山岳・スポーツクライミング協会 第43回山岳自然保護の集い

（2019.11, 石巻市） 

32) 中静透：森林レジリエンスボンドに関するコメント.  公開シンポジウム「自然豊かでレジリエントな社

会に向けたファイナンス－先進事例に学ぶ」（2019.12, 東京） 

33) 中静透：生物多様性概論. 環境省自然環境研修（2020.01, 所沢市） 

34) 中静透：文化的サービスを定量的に評価する. 生物多様性の未来を考えるシンポジウム（2020.01, 東

京） 

35) 中静透：適応コンソーシアム事業の総括. 地域適応シンポジウム（2020.01, 東京） 

36) 中静透：生物多様性を利用した持続可能な社会. 東北大学東北アジア研究センター公開講演会

（2020.02, 仙台市） 

 

【サブテーマ２】 

1) 髙野宏平 (2017) 山と自然のサイエンスカフェ＠信州 第5回「気候変動で信州の自然はどう変わる

か？」 (主催：長野県環境保全研究所, ステーションビルMIDORI長野 3F りんごのひろば, 

2017.10.19, 観客42名) にて成果紹介. 

2) 髙野宏平 (2017) 長野県上田市塩田地域協議会の環境保全委員会 (2017.11.27, 参加者約15名)にて成果

紹介の上、竹林管理について意見交換. 

3) 髙野宏平 (2017) 信州生態研究会招待講演 (信州大学教育学部, 2017.12.16, 観客約50人) にて成果紹

介. 

4) 黒川紘子 (2018) 森・里・川・海のつながり. 公開シンポジウム「陸と海の豊さを守り育てる－持続可

能な発展を目指して」 (共同主催：公益財団法人 農学会・日本農学アカデミー, 東京大学農学部弥生

講堂 一条ホール, 2018.3.10) にて講演. 

5) 滝久智 (2018) 野生昆虫による生態系サービス. 第9回日本昆虫科学連合シンポジウム・日本学術会議

公開シンポジウム 昆虫の恵みⅡ (主催：日本昆虫科学連合, 日本学術会議農学委員会応用昆虫学分科

会, 東京大学, 2018.7.28). 

 

【サブテーマ 3】 

1) 小川みふゆ・八嶋桜子：栃木県立宇都宮中央女子高等学校における出張講義「自然に学ぶ、自然の恵

み」（2017 年 10 月 10 日、１・２年生約 50 名） 

2) 八嶋桜子：佐渡の「海藻利用文化」についての研究報告会（2019 年 3 月、佐渡市）にて講演 

3) 西廣淳：「茅場の生態系と維持管理」（2019 年度茅採取文化財保存技術（伝承）研修、主催：一般社

団法人日本茅葺き文化協会、2019 年 7 月 12 日、つくば市筑波）にて講演 

4) 西廣淳：「適応時代における『雑なモノ』の価値」．（100BANCH ナナナナ祭「地球の味レストラン

～100 年前から 100 年後まで」、2019 年 7 月 13 日、東京都渋谷区）にて講演 

5) 西廣淳：「都市の自然を守り、活かす」（濠プロジェクト 2019、主催：三菱地所株式会社、2019 年 7

月 19 日、3×3 Lab Future 三菱地所）にて講演 

6) 西廣淳：「水郷・利根川の魅力 自然と活用」（利根川下流部自然再生シンポジウム、主催：国土交通

省利根川下流河川事務所、2019 年 11 月 12 日、東庄町公民館）にて講演 
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7) 西廣淳：「人と自然のかかわり：草原と湿地の過去・現在・未来」（大学生のための自然史講座、主

催：国立科学博物館、2019 年 11 月 29 日、国立科学博物館本館）にて講演 

8) 西廣淳：「結果のとしての保全という考え方」（にじゅうまるプロジェクト第 4 回パートナーズ会合分

科会：生物多様性の保全 主流化の新たな展開、主催：国際自然保護連合日本委員会、2020 年 1 月 12

日、名古屋国際会議場）にて講演 

9) 西廣淳：「湿地の保全と地域の魅力：国内外の事例から」（市川市協働事業：大柏川第一調節池緑地の

保全と活用をはかる講演会とワークショップ、2020 年 1 月 19 日、市川市北方小学校）にて講演 

10) 中静透・饗庭正寛・柴田嶺・藤澤奈都穂・小黒芳生・堀啓子・黒川紘子・滝久智・正木隆・小川みふ

ゆ・吉田丈人・柴田英昭・中村太士・森本淳子・佐々井崇博・内田義崇：社会・生態システムの統合化

による自然資本・生態系サービスの予測評価 PANCES Policy Brief, No. 2（2020 年 7 月、パンフレッ

ト） 

11) 黒田琴絵・小川みふゆ・吉田丈人：自然および地域社会に対する心理的関係性とそれに影響する社会的

属性および習慣的要因：自然再生が進む地域の中学生を対象とした分析.（2020 年 11 月 6 日-8 日、グ

リーンインフラ・ネットワーク・ジャパン全国大会、オンライン） 

12) 小川みふゆ・曽我昌史・吉田丈人：日本の生物多様性地域戦略に関わる協議・活動・策定後の意識変化

には何が影響するか？（2020 年 11 月 6 日-8 日、グリーンインフラ・ネットワーク・ジャパン全国大

会、オンライン）  

13) 八嶋桜子・小川みふゆ・吉田丈人・豊田光世・宇治美徳：佐渡の海藻文化を子どもたちに伝えていくた

めに.（2021 年 3 月、リーフレット）  

14) 髙橋康夫・小川みふゆ・吉田丈人・茂垣昌宏・小田勇樹・大山耕輔・香坂玲・内山愉太・亀山康子・藤

田知弘・蒲谷景・西浩司・齊藤修・武内和彦：社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サ

ービスの予測評価 PANCES Policy Brief, No. 5 (2021 年 3 月、パンフレット) 

 

【サブテーマ４】 

1) 森本淳子：地方学術会議「日本学術会議 in 北海道」：多様性・共生の地域社会を目指して，2019 年 2

月 16 日，札幌市（国内），気候変動・人口減少と北海道の生態系の保全 

2) 中村太士：公開シンポジウム「陸と海の豊さを守り育てる－持続可能な発展を目指して」（共同主催：

公益財団法人 農学会・日本農学アカデミー、平成３０年３月１０日（土）、東京大学農学部弥生講堂 

一条ホールにて講演、森・里・川・海のつながり， 

3) 井上貴央：第 27 回 瀬戸内海研究フォーラム in 広島、2019 年 9 月、広島市（国内）、流域の土地利

用変化と沿岸への栄養塩供給の関係～北海道東部における事例研究～ 

4) 三浦一輝： 応用生態工学会テキスト勉強会「河道内氾濫原の保全と再生」、2020 年 12 月、札幌市

（国内）、氾濫原依存淡水魚種の現状ほか. 

 

（４）マスコミ等への公表・報道等 

 

【サブテーマ１】 

1) 成果の共同プレスリリース (2017年10月16日, 東北大学大学院生命科学研究科, 長野県環境保全研究

所, 森林総合研究所, 気象庁気象研究所, 東京大学生産技術研究所、国立環境研究所, 総合地球環境学
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研究所, 「タケ、北日本で分布拡大のおそれ～里山管理の脅威になっているモウソウチクとマダケ (産

業管理外来種) の生育に適した環境は温暖化で拡大し、最大 500km 北上し稚内に到達～」). 

2) 成果のプレスリリース (2017年10月18日, 長野県環境部, 「地球温暖化の進行に伴い、モウソウチクと

マダケの生育に適した環境が拡大する予測を科学論文として発表します。」). 

3) 日本経済新聞 (2017年10月18日, 全国版 (朝刊), 38頁, 「「竹繁殖前線」破竹の北上 温暖化で拡大予

測」). 

4) 朝日新聞 (2017年10月18日, 全国版 (朝刊), 38頁, 「稚内にも竹林が？ 温暖化で生息域拡大、東北大

など懸念」). 

5) 信濃毎日新聞 (2017年10月18日, 朝刊, 36頁, 「県内竹林急拡大の恐れ 県環境保全研など調査」). 

6) 日本農業新聞 (2017年10月18日, 2頁, 「竹、温暖化で北上恐れ 放棄林の拡大懸念」). 

7) 読売新聞 (2017年10月19日, 全国版 (夕刊) , 12頁, 「温暖化進めば北海道に竹？今世紀末 東北大など

チーム予測」). 

8) 財経新聞 (2017年10月22日, 「温暖化により野生の竹が生息域を拡大、山林に悪影響のおそれ」). 

9) 農機新聞 (2017年10月24日, 「タケが温暖化で北日本にも拡大する恐れ」) 

10) 共同通信の配信を受けての全国・地方44紙 (電子版含む) (2017年10月28日, 「温暖化で北海道に竹林

拡大 稚内も適地、生態系懸念」). 

11) 朝日新聞 (2017年11月7日, 全国版 (夕刊), 「(ｅｃｏ活プラス) 放置竹林、切って資源に 炭・魚礁・

紙…広がる間伐材利用」). 

12) 毎日新聞 (2017年11月10日, 北海道版, 「このまま進めば… 稚内まで竹林拡大 調査チームまとめ、生

態系に悪影響懸念」). 

13) FMぜんこうじ (5Mh) 環境番組「みどりとみずと」 (前編2017年12月2日, 後編16日, タケの分布拡大

について紹介). 

14) Academist Journal研究コラム (2017年12月6日, https://academist-cf.com/journal/?p=6586 「外来種の

モウソウチク・マダケが里山生態系を脅かす」). 

15) 環境ビジネス情報エコリクNewsletter (2017年12月11日, 「竹林拡大の脅威」). 

 

【サブテーマ２】 

1) 成果の共同プレスリリース (2017年10月16日, 東北大学大学院生命科学研究科, 長野県環境保全研究所, 

森林総合研究所, 気象庁気象研究所, 東京大学生産技術研究所、国立環境研究所, 総合地球環境学研究

所, 「タケ、北日本で分布拡大のおそれ～里山管理の脅威になっているモウソウチクとマダケ (産業管

理外来種) の生育に適した環境は温暖化で拡大し、最大 500km 北上し稚内に到達～」). 

2) 成果のプレスリリース (2017年10月18日, 長野県環境部, 「地球温暖化の進行に伴い、モウソウチクと

マダケの生育に適した環境が拡大する予測を科学論文として発表します。」). 

3) 日本経済新聞 (2017年10月18日, 全国版 (朝刊), 38頁, 「「竹繁殖前線」破竹の北上 温暖化で拡大予

測」). 

4) 朝日新聞 (2017年10月18日, 全国版 (朝刊), 38頁, 「稚内にも竹林が？ 温暖化で生息域拡大、東北大な

ど懸念」). 

5) 信濃毎日新聞 (2017年10月18日, 朝刊, 36頁, 「県内竹林急拡大の恐れ 県環境保全研など調査」). 

6) 日本農業新聞 (2017年10月18日, 2頁, 「竹、温暖化で北上恐れ 放棄林の拡大懸念」). 
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7) 読売新聞 (2017年10月19日, 全国版 (夕刊) , 12頁, 「温暖化進めば北海道に竹？今世紀末 東北大など

チーム予測」). 

8) 財経新聞 (2017年10月22日, 「温暖化により野生の竹が生息域を拡大、山林に悪影響のおそれ」). 

9) 農機新聞 (2017年10月24日, 「タケが温暖化で北日本にも拡大する恐れ」) 

10) 共同通信の配信を受けての全国・地方44紙 (電子版含む) (2017年10月28日, 「温暖化で北海道に

竹林拡大 稚内も適地、生態系懸念」). 

11) 朝日新聞 (2017年11月7日, 全国版 (夕刊), 「(ｅｃｏ活プラス) 放置竹林、切って資源に 炭・魚

礁・紙…広がる間伐材利用」). 

12) 毎日新聞 (2017年11月10日, 北海道版, 「このまま進めば… 稚内まで竹林拡大 調査チームまと

め、生態系に悪影響懸念」). 

13) FMぜんこうじ (5Mh) 環境番組「みどりとみずと」 (前編2017年12月2日, 後編16日, タケの分布

拡大について紹介). 

14) Academist Journal研究コラム (2017年12月6日, https://academist-cf.com/journal/?p=6586 「外来

種のモウソウチク・マダケが里山生態系を脅かす」). 

15) 環境ビジネス情報エコリクNewsletter (2017年12月11日, 「竹林拡大の脅威」). 

16) 岩手日報 (2017年12月19日, 風土計, 「この秋、東北大などによる報告が衝撃を広げた」). 

17) 子供の科学 (2018年1月号, 誠文堂新光社, 「最新科学ニュース『温暖化によって竹林の分布が拡

大』」). 

 

【サブテーマ 3】 

1) 佐渡テレビ News アイランド（2019 年 3 月 25 日、「佐渡の海藻利用文化の研究報告と意見交換会」） 

2) 佐渡日報（2019 年 3 月 19 日、佐渡版、15 頁、「海藻利用文化継承を-島内での研究成果報告」） 

 

【サブテーマ４】 

1) 「森と川と海のつながり：流域連携にむけて」北海道新聞, 2017年4月25日 

 

（５）本研究費の研究成果による受賞 

【サブテーマ１】 

1) 日本生態学会ポスター優秀賞 / 佐々木春佳, 饗庭正寛, 小黒芳生, 中静透 (2017) 東北地方での山菜の

潜在的な供給と利用の地理的パターン. 日本生態学会第64回全国大会 (東京, 2017.3). 

 

【サブテーマ２】 

1) 日本生態学会ポスター優秀賞 / 佐々木春佳, 饗庭正寛, 小黒芳生, 中静透 (2017) 東北地方での山菜の

潜在的な供給と利用の地理的パターン. 日本生態学会第64回全国大会 (東京, 2017.3). 

 

【サブテーマ 3】 
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1) 高橋栞・西廣淳・徳江義宏・今村史子・上野裕介: ELR2017（日本緑化工学会・日本景観生態学会・応

用生態工学会合同大会）最優秀ポスター賞、「住宅地の空き地のグリーンインフラストラクチャー化に

向けた機能」、名古屋 (2017.9)  

 

【サブテーマ４】 

1) Nakamura F: Environments Award, Global Land Programme (GLP) Asia conference 2018, 2018年9月, 

台北市（国外）, Dam improvement to restore a linkage between forest, stream, and marine ecosystem in 

Hokkaido, northern Japan. 

2) 井上 華央, 柴田 英昭, 吉田 俊也, 中路 達郎, 小花和 宏之, 加藤 顕: 2020年度 第23回 論文賞, 森林

立地学会、無人航空機による３次元データを用いた天然生針広混交林における葉の窒素含量の空間分布. 森

林立地 61:1-13 

3) English Presentation Audience Award/Jing LI, Junko MORIMOTO, Satoshi SUZUKI, Toshiaki OWARI, 

Takao NAKANE (2021) Combined impacts of windthrow and subsequent management on ecological 

resilience in cool temperate forests in Japan. 日本生態学会第68回大会(岡山, 2021.3) 
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Ⅳ．英文 Abstract  

 

Glacially sourced dust as a potentially significant source of ice nucleating particles 

 

Principal Investigator: Tohru Nakashizuka 

Institution:  Forestry and Forest Products Research Institute, Matsunosato 1, Tsukuba, 

Ibaraki 305-8687 JAPAN 

Tel: +81 29 829 8100 / Fax: +81 873 3795  

E-mail: toron@ffpri.affrc.go.jp 

Cooperated by: Niigata University, Tokyo University  

 

[Abstract] 

 

Key Words: biodiversity, ecosystem service, future scenario, geographical information, local knowledge, 

natural capital, participation of diverse stakeholders, traditional knowledge  

 

We quantified services of terrestrial ecosystems to evaluate them as natural capitals with geographic 

informatization. By the analyses on drivers affecting the change of ecosystem services, we also made scenario 

analyses to contribute policy making in coming decades. We also considered terrestrial-coastal interaction to 

enable comprehensive ecosystem management. Also, the role of local and/or traditional knowledge was 

analyzed to contribute policy making including multiple stakeholders or actors, and to enhance mainstreaming 

of the biodiversity 

 Large datasets for several kinds of cultural ecosystem services were established and analyzed to 

make fine-resolution maps for their utilizations. We built statistical models that associate the services with 

various ecological, physical, and social environmental factors, and examined interrelationships among multiple 

ecosystem services to find context dependence of the bundle structure. Furthermore, we performed scenario 

analysis of the services by relating our models with the land-use and population scenario built in the S15-1. 

As for provisional services, crop supply prediction models were developed and they predicted the 

future decreases in paddy rice supply service will be caused by decreased in area of paddy fields. However, 

those of spinach supply services will be caused by the changes in productivity due to interactions between 

climate and population/land-use changes. Estimates on timber supply model showed that the supply of cedar 

and cypress will decrease due to several factors, varying among scenarios; climate and human population 

change under the natural capital-dispersed scenario, while decrease in forested areas under the other 

scenarios. 

We assessed the current status of participation of diverse stakeholders and the use of traditional and 

local knowledge (TLK) in ecosystem management. We found that the diversity of stakeholders played a 

significant role in the Local Biodiversity Strategies and Action Plans (LBSAPs) of Japanese municipalities. 

Through the analyses on TLK collected from forestry masters around the country and the assessment on the 

time-series change and transmission pathways, we suggested the role, importance and critical points to benefit 

from TLK in policy making. 

We found that the natural capital and ecosystem services of terrestrial ecosystems change 

significantly in response to climate and land use change, and that the degree of change varies depending on 

agroforestry and forestry activities (fertilizer or tree removal). It was also clarified that the changes in nitrogen 

and sediment runoff from the land to rivers and coastal areas due to these changes affect a species (freshwater 

pearl), an indicator of the connectivity of terrestrial and coastal ecosystems. 

  


